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開  会 

 

【空港政策課室長】  開会に先立ちまして少しお時間があるようでございますので、若

干、事務的なご連絡を差し上げたいと思います。まず、お手元にお配りしております資料

の確認からさせていただきたいと存じます。 

 １枚目、議事次第、検討会委員の名簿、本日の座席表、それぞれ１枚ずつでございます。

また、右肩に資料１といたしまして、空港運営のあり方に関する検討会の開催状況を２枚

ほどにまとめた資料。続きまして資料２といたしまして、ヒアリングを第２回から第６回

まで開催させていただきましたが、このヒアリングのまとめをした資料。続きまして資料

３といたしまして、空港運営のあり方について：背景の確認と論点例ということで、本日

の討議に備えまして座長から作成していただいた資料になってございます。また、資料４、

今度は横長の資料になりますが、ＰＦＩ法改正案の概要について、福田委員からご提出い

ただいた資料。それから、最後に資料５、これも横長でございますが、共用空港の概要と

いう１枚の資料。 

 以上が資料になってございます。 

 また、皆様方のご参考までに、参考資料という形で何点か、今日、資料を席上に配付さ

せていただいております。１つは参考資料、これは第１回の検討会で提出させていただい

た資料から抜粋したものでございますが、例えば主な論点ですとか空港の収支の状況、諸

外国の状況などを抜粋させていただいたものを参考資料という形でお手元に配っておりま

す。また、昨年の５月におまとめいただきました成長戦略会議の報告書、総論の部分と航

空分野の部分、これは座長のご指示で事前に委員の皆様方にもお送りさせていただいたか

と思いますが、あわせて本日も席上に配付させていただいております。 

 また、今日、席上にこういったファイルを置かせていただいていると思います。これは

第１回から前回までの資料を皆様方のご参考までにすべてファイルさせていただいたもの

でございます。非常に重うございますし、毎回持っていただくのも恐縮でございますので、
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事務方のほうでこれは毎回席上に配付させていただこうと思っております。議論のたびに

ご参考にしていただければと思いますので、差し支えなければ置いて帰っていただいて構

いません。 

 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第７回目の空港運営のあり方に関する

検討会を開催させていただきたいと存じます。委員の皆様方には大変ご多忙の中、お集ま

りいただきましてまことにありがとうございます。私は事務局を務めさせていただいてお

ります航空局空港政策課の○○と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 まず、今回の検討会の開催に当たりまして、初めに市村政務官よりあいさつを申し上げ

ます。 

【市村政務官】  皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました市村でございます。本日

もまたこの検討会に貴重な時間をいただきまして、お集まりいただきましたことを心から

感謝を申し上げます。何人かの委員の方は午前中にお目にかかったりとか、数日前にお目

にかかったりとかしておりますが、本日もありがとうございます。 

 この会、７回目でございます。これまで５回にわたりましてヒアリングを行ってまいり

ました。さまざまな皆様からのご意見を賜ってきたわけでございますが、例えば学識経験

者の皆様からは諸外国のさまざまな空港民営化の事例や最近の研究成果につきまして、ま

た、金融機関・ＰＰＰ関係者の皆様からは投資家の目線から見た空港運営のあり方につき

ましてご発表いただいております。また、エアライン、航空ビル会社、航空会社の方々か

らは、それぞれ空港に関する民間企業の立場から経営の現状及び空港運営のあり方などに

ついてご意見を頂戴致しております。また、地方公共団体の方々からは、その地域にとっ

て空港が果たしている役割、また、あるいは地域における取り組み状況などにつきまして

ご意見を頂戴しております。 

 本日は、これらの頂きましたご意見につきまして自由にご討議をいただけるということ

になっているようでございます。ぜひとも２時間ぐらいでありますが、せっかく貴重なお

時間を頂いているわけでありますから、ご検討いただき、そして、その頂いたものがしっ

かりと実現していくようにしてまいりたいと存じておりますので、どうぞよろしくお願い

を申し上げます。私はどうしても副大臣主催の震災関係の会合がありまして、１時間ほど

で退室させていただきますが、お許しください。また、本日はよろしくお願い申し上げま

す。 

【空港政策課室長】  続きまして、本日の検討会でございますけれども、樫谷委員、高
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橋委員から所用によりご欠席というご連絡をいただいております。なお、高橋委員の代理

といたしまして、北海道建設部長の宮木様がご出席されておられます。 

 本日、既にクールビズの対応で私どもラフな格好をさせていただいておりますし、会議

室も暑うございますので、皆様、どうぞ遠慮なくネクタイを取られたりとか、上着を取ら

れたりしていただいて構いませんので、その辺はよろしくお願い申し上げます。 

 また、これも毎回でございますが、本検討会につきましては記者の方々に公開させてい

ただいております。いらっしゃらないと思いますが、冒頭のカメラ撮り、もしございまし

たら、ここまでとさせていただきますので、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これより議事に入らせていただきたいと存じます。議事の進行は座長にお願

い申し上げます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

議  事（自由討議） 

 

【座長】  皆さん、お忙しいところ、ありがとうございます。いよいよ、考えてみます

と去年の１２月からこの検討会を始めさせていただきまして、第２回から６回までいろい

ろな方のご意見を伺うということを主にやってきたわけでありますが、皆さんとご一緒に

いろいろなことをまとめていくというタイミングにギアチェンジをしなければいけないと

いうところで、事務局のほうにお願いしまして、これまでの資料も全部まとめていただき

ました。必要に応じて今後もいろいろ出てくるもの、彼らのほうでファイルしてもらいま

すので、どうしてもという方は持って帰っていただいて結構でございますが、そのときは

名前だけ書いていただいて、ややこしくならないようにしていただいて、できるだけデー

タとか、今までのヒアリングの結果を生かした形で議論したいと思います。 

 本日は、フリートークということなのですが、これからこの検討会でいろいろな議論を

していくに当たって、一番大事なのは何を課題とするかですね。問題の設定というのが一

番大事かなと思っておりまして、本日は、まずはそのたたき台のたたき台として私のほう

で論点の例というのを出させていただいております。これに縛られていただく必要はござ

いません。これをご覧頂いて抜け漏れているところとか、逆にこの辺をもっと飛ばしても、

重要なのはここだということをぜひ皆さんからご意見をいただいて、論点をどの範囲にす

るかということをここ一、二回で決めていきたいなと思っております。 

 特にこの手のものはスピードが重要ですし、これだけ、私もそうなのですけれども、皆
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さんも貴重なお時間を使っていただいていますので、紙を出してそのままになるというの

は意味がないので、何か世の中に物事が起こらなければいけないということで、それに向

かってどうしてもこの検討会ではここを言うべきだということをぜひ忌憚のないご意見を

いただければと思っております。その後、私が簡単にご説明しました後に、その中で少し

今まで深い議論、ヒアリングの中ではどうしても入りにくかったところが２点ございまし

て、空港を例えば航空事業、非航空事業一体化して民間に経営委託をするというようなと

きには、じゃあ、その法的なバックアップはどうなるのだというところがありまして、こ

れの一番大きいところは、もちろん空港法というのがあるのですが、ＰＦＩにかかわる法

律でございます。 

 伺いますと、明日、本会議でその法律が可決される方向ということで、委員会までは通

っているようでございますけれども、もともと後ほど申し上げます国交省の成長戦略を検

討する中で、ＰＦＩの法律がある程度整備されていないと民間の知恵とお金が入りにくい

という日本の問題があるということをその中でもご指摘させていただき、国交省のみなら

ず内閣、関連省庁もご一緒になっていただいて、いろいろな形で法律をつくっていただき

ました。それもかなりまとまってまいりますので、その民間側の中核のお１人であります

福田委員から、後ほどどんなところがキーポイントかというところ、場合によっては口頭

でこの空港問題とはどういう関連があるのかというところをご報告いただければなと思っ

ております。 

 それからもう１点、ヒアリングの中でお呼びできなかった関係者に防衛省、自衛隊とい

うところがございまして、実は空港、かなりのところが共用空港という形で民間以外の利

用にも付しております。この辺、一体どういうことになっているのかというところは少し

事務局のほうから、どういう形で今運営がなされているのか、問題はどの辺かというとこ

ろを少し後ほど説明だけいただこうかと思っております。 

 それでは、前置きが長くなりましたが、皆さんのお手元の資料３、Ａ４縦の３枚物に従

いまして、私のほうからまず論点のたたき台というものをご提示させていただきたいと思

います。 

 まず、そもそもこの空港運営のあり方に関する検討会、何でこういうことが始まったの

かというところでございます。皆様のお手元にも別途、あるいは事前に国交省成長戦略会

議の報告書の航空部分と総論の部分をお配りいただいたかと思いますが、前回、国交省の

成長戦略会議、これは経産省、あるいは内閣の成長戦略会議に先立って、そもそもはどち
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らかというと、ややもすると公共事業ということを中心に内向きになりがちな国土交通省

の担当している分野が、それこそこれが成長に資していくことが日本にとってはすごく大

事だろうということで始まった会議でございまして、その中の総論の部分、お手元の紙に

まとめてございますが、成長に貢献することがすごく大事だ。しかし、国家財政がこれだ

け厳しい状況の中で、財政だけに頼らない成長。それから、ある程度集中と選択をしてば

らまきからの決別をする。 

 そのときには、ただお金を絞るだけでは国土の交通インフラというのが縮んでしまいま

すので、どうやって民間の知恵と資金をそこに持っていくのか。その上で視点としては日

本の国内のみにとどまらず、日本が成長していくためにはグローバル化の波の中で乗りお

くれないこと。しかも、それを中央集権だけではなくて各地域の自由、自主的な活動が必

要ですし、それを支える人材をつくっていくことも官民を挙げて考えていくことが必要だ

と。その上で強く総論の中でうたわれておりますのは実効性重視で、過去、民間の方々が

多大な時間を使ってさまざまな審議会で議論してきたものがなかなかいろいろな事情があ

って実効性が進まないということがあったので、できることのために何をやるのか。それ

から、ご報告申し上げたものについては、できるだけ民間用語ですが、ＰＤＣＡで、Plan・

Do・Check・Analysisで進んでいるかどうかということがわかるような形にするということ

が前回の成長戦略会議の全体論でありました。 

 その中の航空分野でございますが、実は大きい柱としては６つの部分がございます。こ

の６つが非常に絡み合った形で、全体として国の経済成長に航空分野というのは貢献でき

るはずである。その最初に挙げましたのがオープンスカイであります。国交省の方は、今

日、非常に多うございますけれども、もともとたしか２０００年でありましょうか、航空

法の改正まではかなり許認可、枠組みの中で航空業界というのは自然独占のこともあるし、

多額な投資も必要であることがあるので、ある程度コントロールするのだということであ

ったわけですが、国際的にもこれはかなり自由度が高いものにすべきであるということで

オープンスカイの流れがあった。このオープンスカイが法律的にも担保されていたものの、

成田と羽田の空港の制約がありましたので、この２つを除くオープンスカイでありました

ので、画竜点睛を欠いていたと。これが今後はきちんとそれも含めてほんとうにオープン

なものにしていくという流れになったということが１つであり、その流れの後押しをしま

しょうと。 

 ２つ目は、さはさりながら、国と国が経済のある意味では競争力をめぐって争っている
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中では、日本はやっぱり首都圏の競争力が都市間競争で高くなることが非常に大事という

ことでありまして、ばらまきからの決別ということは言うものの、羽田と成田、両方をき

ちんと強化していくということが今後も大事であろうと。その上で民間の知恵と資金を活

用した空港経営の抜本的効率化というのが今回のあり方検討会のまず基本スタートポイン

トでございまして、短期的には各空港並びに航空関連事業、駐車場でありますとかターミ

ナルビル、こういうところの経営の透明化をどうやって進めていただき、特に空港、国管

理空港２８、これのいろいろな周辺の事業をしていらっしゃる皆さんからは地代を頂戴い

しているわけですけれども、この地代が適正なものになっていくような形にして、ある意

味、経済合理性のあるものにするということをまずやり、その上で空港関連企業と空港経

営を一体化する。その上で民間に経営委託するという、今回のヒアリングの中でも諸外国

で行われている常識的なことがまずできるようにしようではないかというのが今回の大き

い眼目でございます。 

 一方、これもかなり深く関連しておりまして、関空、関西国際空港は株式会社でありま

すけれども、実は営業利益ベースでは当時、この議論をした当時は日本で一番もうかって

いる空港でございまして、羽田よりもうかっている。しかし、１兆数千億円の借金がある

ので利払いの問題があり、経常利益ベースではかなり苦しい状況。補給金をもらわないと

生きていけないということがありましたので、その借金のバランスシートのほうをきれい

にして、関空がきちんと経営しているにもかかわらず、関西の浮上につながらないという

ことを何とかしていきたいなということでありまして、伊丹と合わせた空港の一体経営、

空港、非航空事業の一体経営ということもその中でうたいました。これは今回のその他、

伊丹以外の２７空港の国管理空港の抜本的効率化の１つのひな形になるのではないかなと

いうのが私どもの考えているところでございます。 

 その上で日本は既に９８、これは数え方によるのですけれども、空港を概整化しており

ますけれども、やたらにせっかくつくったものを飛ぶ人がいないから捨てよう、そういう

考えに立つ必要はないわけでありまして、経済学の先生方もいらっしゃいますが、つくっ

たものはある意味でサンクコスト、既に投資済みのもの。メンテナンスをしながらうまく

やっていくところをもし民間の知恵と資金でできるのであれば、これは使っていただけれ

ばいいわけでありますので、それをきちんとやる。どうしても足りないところについては、

これは地域を中心にきちんとして、透明な形で例えば補助金を出して離島路線を維持する

というようなことも、これは議論の遡上に乗せてよかろうということで、真に必要な航空
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ネットワークは維持する。 

 こうやりながら、最終的には世界の常識と一番かけ離れているところの非常に安いシン

プルなサービスであるローコストキャリア、このシェアが大体席数で３割ぐらいになって

いるのが少なくとも先進国の常識でありますので、そのレベルになって日本の空港利用者

の方々がいろいろな値段帯のものを自分で選べる。この結果、観光振興や親族訪問という

ところが増えるというようなところを目指していく、この６項目の全体像を考えて成長戦

略会議は終えたわけでございます。その中でこの３つ目であります空港経営のところであ

りますが、ここからが今日の本論でございます。まずは現状の課題認識なのですが、国管

理空港についてとりますと、航空事業は国がやっております。非航空事業は３セクだった

り、あるいは羽田のように民間上場企業がターミナルをやっていらっしゃったり、ＰＦＩ

のところもありますが、それから、協会という形で駐車場事業がなされたりということで、

その航空事業と非航空事業がばらばらにされている。 

 その上、経営改善に向けたガバナンスというのがなかなか働きにくい仕組みになってお

りますので、うまく経営していただいて利用者メリットになるということができない。具

体的には航空事業、着陸料を収入にし、それから、空港の施設利用料を収入にし、という

インフラのコストの部分を少し下げて、あるいは適正にして、その結果、利用旅客が増え

る。利用旅客が増えると結果的にその周りにあります物販であるとかホテルであるという

非航空事業の収入も増えるという、まずこういう循環が一番つくりたいところ。逆に物販

とか、それから、そのテナントマネジメント、ホテル、これは実はそれぞれの分野のプロ

がもちろんいらっしゃるわけでございまして、プロが経営することによって、そういうも

のがもっと効率的に経営できるようになる。それによって逆に全体としては航空事業の価

格である着陸料等を低廉にしてもうまく回るようになる。このある意味での好循環が回る

ようにどうしていくかというのが一番大きいところでありまして、これがそれぞれ別経営

体がやっていることで、この好循環のつくりようがないというのが今までのところでござ

います。 

 さらには、それに伴ってですけれども、空港の全体のマーケティング、これは地域の観

光振興も含めてですが、それから、空港というのは強大な施設業でありますので、施設の

オペレーションのマネジメント、こういうところを継続的にレベルアップしていくという

ことがなかなかしがたい。単年度予算の中で空港は空港、それぞれのところはある程度固

定的に一部の事業をおやりになるということでどんどんよくなっていくというメカニズム
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ができる。裏返しますと、これはマネジメントのプロが育ちにくい、ある意味、固定化し

た、これは私の個人的な言葉ですのでご容赦いただきたいですが、実質的には長期に独占

的に経営できるという中で、プロを入れて経営を改善していこうという、そういうインセ

ンティブが働きにくい仕組みが日本の空港にはあったということであろうかと思っており

ます。 

 次ページになりますが、結果として日本の経済の重要なインフラである空港、これは今

までいろいろの形で利用者負担を中心に、あるいは一般会計からもお金を頂戴しながらき

ちんとつくってきたわけですけれども、つくってくるところだけではなくて、本当はどう

低コストで利用していくかというところがものすごく国民にとっては大事でございまして、

この利用料が高止まり、利用者メリットの拡充が進みにくい。あるいは、ほかの政策的要

素、空港制約も高まってＬＣＣなども入りにくい。この結果、観光促進等、本来はうまく

その軛がとれれば地域がどんどん活性化するようなポテンシャルがある地域が相当数ある

と私などは思っているわけでありますが、これが十分に発揮できていなかったというきら

いがあるのではないか。 

 この最後のところを含めて考えるべきだというポイントでございますが、全国９８にな

んなんとするネットワークはつくったわけです。高度成長期には非常にいい仕組みだった

と思うのですが、これは全国のプール制で、利用者から集めたお金であちこちで空港をつ

くるという仕組みだったのですが、この空港整備勘定の思想自体は新規投資をどうやって

いくかというところが中心でありました。この航空行政の、あるいは空港行政の言葉では

整備という言葉は一般の経済と違って新規投資の話なんですね。 

 整備というのはメンテナンスという意味ではなくて、つくるという意味なのですけれど

も、実質はほかのインフラと同じで、今後どうメンテナンスをしていくか。つくったもの

を使いやすく、低コストで回していくところにいくかというところが重要になっているに

もかかわらず、仕組み自体は今までのつくっていくというところにあったというところが

あって、この全国一律論もありますところから、場合によっては、この空港をもっとてこ

入れすれば伸びるだろうというところでも例えば数年、あるいは１０年単位で待たなけれ

ばいけないとか、いろいろ動きがゆっくりにならざるを得ないというところも嫌いとして

あったのではないかなと思っております。 

 したがいまして、これは成長戦略会議の方向で既にうたっております。皆さんにも１回

目にご紹介申し上げましたが、国管理空港２８、今回、関空の問題で伊丹がそれから外れ
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るとすると、２７空港について、まずはどうやって航空事業、非航空事業の一体化をし、

しかも、その中で民間の知恵と資金、資金はただお金を入れるのではなくてリスクをとっ

ていただくから必死になっていただくわけでありまして、これを導入してプロによる空港

経営、これを可能な形にして利用者、国民のメリットにしていくのかというのが大きい解

決の方向性であります。 

 ２回目から６回目までの間、いろいろな方のご意見を頂戴しました。その中で出てきた

ものの中で、私が代表的なものと勝手に選んだものの例をまず幾つかご紹介したいと思い

ます。まずは、その方向はいいんだけれども、どうやって一体経営化をさせるのだという

ところについて３つほどございます。まず具体的な一体経営化論なのですが、現在、国管

理空港につきましては、非航空の事業、ターミナル等につきましては土地の使用許可を毎

年差し上げている。国から土地を借りていただいているのですが、自動更新で１年ごとの

契約をずっと更新してきたという許可更新の歴史があります。したがって、事業をされて

いる側も、これはもう変な話ですけれども、ずっと続くんだぐらいの感覚でやってきてい

る。これを法的要件から含めてもどうやってある意味、一度、この契約には期限がきちん

とあるんですよ、ある段階で一緒に空港と非航空の経営をしてもらうんですよという仕組

みをつくっていくかというところがあります。 

 単に政策でガチャンとやりますというだけでは進まないところが正直言ってございまし

て、この中には非航空事業側が自分たちの事業をある段階で他人の手に渡す、あるいは自

分たちがもっと積極的に他のパートナーも含めて空港側にも事業進出していくという自己

改革をしていただくインセンティブをどうやって与えるか。あるいはそれが進むような強

制力をどう担保するか。それをやっていくときには、航空事業、非航空事業の一体化とい

うときも一体だれが主体になるのだと。この辺のあり方について、ある指針を皆さんと一

緒に考えていく必要があるのだろうと。具体的にこれをどうやって進めるのだという、こ

こら辺の基本的な仕組み、これがまず１つ目であります。 

 この１つ目に関連するあと２つがありますが、さて、何でもかんでも一体経営で民間に

させればいいかというとそうではなくて、当然、空港というのは一定程度の広域性があり

ますし、それから、具体的にその場所を中心にいろいろなインフラができているというこ

ともありますので、自然独占性もありますので、それをどうある程度、適切な配慮をした

上で民間が適切に経営してリスクリターンを確保してもらうか。安全保障や災害等、緊急

のときに必ず使えるようにどういうふうに担保していくか。それから、委託した場合にサ
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ービスのレベルをどうやって担保してもらうか。サービス・レベル・アグリーメントと呼

ばれるもの。 

 それから、当然のことながら公的な資産を使ってビジネスをしていただくわけでありま

すので、航空事業、非航空事業それぞれの損益計算書でありますとかバランスシートを一

定程度以上、どうやって開示して見える化していただくか。これは諸外国でも問題になっ

ておりますが、どの程度この両事業の利益相互補助をするのか。ノーズロで片一方だけ寄

せるという極端なことをされるわけにはいきませんし、しかし、先ほどの好循環は担保し

たいというところでありますので、利益補助構造はどの程度自由なんですかというような

ことは決めておかなければいけませんし、それから、これも諸外国の例を見ましても２０

年、３０年という長期の契約になります。その場合に一定期間ごとに契約見直しを双方か

らできるような見直し条項というのはどうやって担保するか。 

 それから、着陸料等についての価格等の規制をどの程度入れるのか、入れないのか。こ

のときには国と委託した事業者だけではなくて、ある程度第三者がきちんとした見方で、

誰がどういうふうに契約していくということが正しいのであるか。このプロの目を見るよ

うな第三者委員会をどうやって設置するのか、あるいはしないのか。その上でどんな仕組

みでプロセスするのでしょうねと。簡単に世の中に、じゃあ、２８個、あるいは２７個を

民間委託しますというので進めていいものか。いやいや、こういう順序でまずは経営一体

化のプロセスがあって、その上でやるのかとか、いろいろな形でどんなプロセスでやって、

委託するのだとすると、誰が誰に委託するのだということを判断するのかという、このプ

ロセスと判断主体が、そしてその判断基準というのがある程度示されないと、これは国民

の負託を受けて行政としてやるわけにはいかないというこの３つぐらいが、方向はいいけ

れども、具体的にやっていくときにはある程度詰めておかないとなかなか先に進まないと

いうところの塊でございます。 

 それに少し関連するのですけれども、２７空港の例えば民間委託ということを進めると

しても、これも諸外国の例にありましたように、一定程度空港間競争は必要だ。これはＬ

ＣＣの方などがおっしゃっていました。場合によっては、日本の場合は鉄道との競争もあ

るかもしれません。それを担保する上で例えば２７空港全部を持つような会社ができてし

まったとき、それで本当にいいのだろうかということで、どの程度適切な空港間競争が担

保できるのかという、そういう視点も必要かなと思っておりまして、事前にルールを決め

るのか、あるいは事後に問題があったら介入できるようにするのか、あるいは契約プロセ
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スの中で一定の判断をするのか、航空行政から、場合によっては、極端なことを言えば競

争政策の観点から一体どういうことをやっていくのかというところも少し目配りがこの上

３つと一緒に必要かなと思っております。 

 最後のページになりますが、さて、これをやっていく上でこの大きい全体の方向性と仕

組み論と合わせて、個々に対する目配りもないと物は進まないのではないか。ここは個人

的な意見でございますので、ぜひ皆さんから後ほどご意見をいただきたいところでござい

ますが、個々の空港及び地域の置かれた状況は相当、この２７空港においても違います。

例えば航空事業、非航空事業を合算しても赤字が想定される空港も当然あります。せっか

くやるわけですから、これも含めて２７空港をきちんと経営一体化、民間への経営委託等

を進めていくためには、どういう仕組みでやっていくのがいいのか。オーストラリアの例

などを拝見していますと、幾つかの空港をバンドルして赤字の分も含めて考えていただく

というようなやり方もありますし、あるいはそれ以外のやり方もあるのかもしれません。

赤字の部分を先に国が担保して、そこから先の部分だけのリスクをとっていただくという

のもあるかもしれない。いろいろな形がありますので、このあたりについてはどうやって

いくのか。 

 それから、適切に反映するということには、この収支状況だけではなくて、当然、地元

のご意見もありますので、これはＰＦＩ法上の提案制度等いろいろなステークホルダーの

方の意見を受けとめる提案制度等があります。これをどううまく活用していくのか。それ

から、当然、自治体という大事なステークホルダーもいらっしゃいますので、こういう方々

との協議会と、仮に民間が経営するようになっても、どんな形である程度、一定程度の意

見が担保されるのか。これは極端までいってしまいますと民間はやる意味がなくなります

し、かといって地元の意見を反映しないという経営もあり得ないと思いますので、この適

切なバランスをどういうふうにとっていくかというようなところが論点になるのかなと。 

 それから、先ほど冒頭に申し上げましたように共用空港の一体経営化、大きなステーク

ホルダーとして防衛省、自衛隊とかがいらっしゃるところ、これと一体どう調整して物事

を進めていくのか。このようなところが１つ個別、それぞれの空港の持っている具体論に

目配りしながら物を進めていくようにするためのポイントかなと。 

 最後になりますが、これまた大きい話なのですが、例えば将来、羽田の４本がいっぱい

になり、成田のキャパもいっぱいになる。今、想定されている両方足して七十数万回とい

う発着回数でもさらに足りなくなるようなことが来たとき、そんなにすぐには来ないと個



                                                   

- 13 - 
 

人的には思っていますけれども、全くこの空港整備勘定等の手当がなくなって新規に日本

は空港投資できませんということになってしまったのでは、これは首都圏の競争力がまた

そこで落ちてしまうということになってしまいますので、こういうときにどういう枠組み

で今後は物を考えていくのか。 

 ここは詳細を詰めるというよりは基本的な考え方であろうかと思いますけれども、この

辺のところの目配りも必要でありましょうし、今回、全体の中でどういうスケジュール、

何年ぐらいかけて、どれぐらいの期間で、どんな工程表でこの２７空港の民間経営委託な

り一体化を進めるのか。一定の工程表イメージは、私は個人的には必要だと思っておりま

して、ただこうやったらいいですよではなくて、少なくとも皆さんのご同意をいただいて、

これぐらいのスケジュール感でやってはいかがかというところまで出したほうがいいので

はないかなとは思っております。この辺もご意見を頂ければと思っています。 

 一番難しいのが、さはさりながら、その実行の詳細までこの委員会で全部できるわけで

はありませんので、どの程度のところの骨格まで今回の検討会の提言として含めるのか。

これは最後、具体的なたたき台をつくりながら、場合によっては皆さんと個別で議論させ

ていただいたり、少人数のサブグループをしたり、やり方はまた少し工夫を考えたいと思

っておりますけれども、全員同時公開の場だけではなくても、いろいろ皆さんとここはぜ

ひやるべきというような議論を本音でさせていただく場のつくり方も含めて、少し考えて

いければなと思っております。 

 雑駁ではありますが、このようなことをこの残された数カ月の間に皆さんと方向づけを

していくべきなのではないかなという論点の例でございますので、このあたりぜひ皆さん

から後ほど、ここの私のたたき台の意見に対するご質問、ご意見、あわせて頂戴したいと

思います。それに入ります前に大変恐縮でございますけれども、まずは福田先生からＰＦ

Ｉ法の話、その後、事務局のほうから共用空港の話について少しご説明をいただきまして、

その後、１時間ほど討議をさせていただければなと思います。よろしくお願いいたします。 

【福田委員】  福田でございます。議論の前に、先立ちまして座長からのご指名でござ

いますので、ご存じの方はご存じかと思いますが、成長戦略会議の中で空港の分科会、ま

さにこのテーマに引き継がれているテーマとあわせて、官民連携国際展開という分科会が

ございまして、私はそちらのほうに入らせていただいておりまして、こちらの分科会のほ

うの提言の中でＰＦＩ法の制度の大きな改正、新しい制度を入れていこうというお話をさ

せていただいておりまして、その趣旨というのがまさに空港であるとか、港湾であるとか、
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その他、国交省の持っている主要インフラにおいても民間の資金、ノウハウ、こういうも

のを積極的に活用していこうという議論が出てくる。 

 この各分科会でご議論されているこのテーマをある意味受けとめられるような制度とい

うのが本当にあるのかどうかということを考えたときに、ある種、制度的な基盤としての

ＰＦＩ法というのはまだまだ十分なところではない。基盤的なインフラでやるには不十分

であろうということで、じゃあ、ここをどう見直すのかというところを主に受け持たせて

いただきまして、成長戦略会議で提言を出させていただいて、こちらの検討会に入ってお

られる○○先生や○○先生のおられる内閣府のＰＦＩ事業推進委員会、こちらと成長戦略

会議で一緒に議論をして法改正の案を国会に出すというところまで一緒に内閣府、国交省

の皆さんと議論をしてきました。 

 その経緯と、じゃあ、どういう着地になったのか。そしてこの分野へのインプリケーシ

ョンはどういうところなのかというところをお手元の資料で少しお話をさせていただきた

いと思います。あらかじめですけれども、進捗としてまだ正式に法律として通ったわけで

はございませんで、参議院のほうは通っている。衆議院のほうは先週の金曜日に内閣委員

会の承認を得て、明日の本会議で最終的に採決をされる予定ということでございますので、

現状で言うとあくまでも案でございます。この国会に出されている案について、今まで議

論にかかわってきた者として少しご説明をさせていただくという立場でお話しさせていた

だければと思います。 

 １枚おめくりいただいて、これは本論に入る前でＰＰＰとかＰＦＩとか、単語はよく飛

び交っているところなわけですけれども、ここで言うところのＰＦＩ――Private Finance 

Initiativeというものの略語でありますけれども、これはこの下の図表のところを見てい

ただければと思いますが、一応、ＰＦＩ法という法律が１９９９年からございまして、１

０年ちょっと運用されてきておりまして、そういう意味で言うと、日本においてＰＦＩと

いうと、この法律に基づいて実施されている事業というものを指すということでありまし

て、この青い実線で囲われているのがそれに当たるのだろうなと。一方で、それに対して

ＰＰＰという言葉があります。これはPublic-Private Partnershipという言葉の略語であ

りまして、これについては日本において特段的な法律的な根拠があるわけではありません。

官と民が一緒に何かをやるということについて、広くとらえてＰＰＰというふうにくくっ

てきている。 

 そういう意味で言うと、ＰＦＩが主に対象としているような施設整備がかかわるような、
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箱物がかかわるようなものもＰＰＰと言ったりすることもありますし、一方で単純にアウ

トソーシング、業務だけを民間事業者に一緒にやってもらいましょうというものもＰＰＰ

というふうに言ってきたりということで、非常にとらえ方の幅が広い。そういう意味でＰ

ＰＰのほうが概念としては広いものなのだろうなと思います。今回、じゃあ、対象にして

いる議論は何かというと、この赤い線のところに入っていますけれども、従来の日本のＰ

ＦＩというのは非常に適用の範囲が狭かった。その狭かった理由というのは後ろのほうで

ご説明をしますけれども、この狭かったＰＦＩ、本来、ＰＦＩという手法が拡大できると

ころまで従来の法律ではカバーし切れなかったのではないだろうかと。そういう意味で言

うと、この青い実線というのを赤い点線のところまで押し広げていこうと、そういう考え

方で議論をしてきているという関係性であるということをあらかじめご説明をさせていた

だければと思います。 

 さらに次のページでＰＰＰとかＰＦＩとか、ないしはコンセッションとかいろいろな単

語が出てきて、ヒアリングの中でも出てきておりました。どういう違いがあるのかという

のも、これは一言で言っても非常に範囲が広うございまして、一番左側に論点というとこ

ろにありますけれども、ある事業に対してどういう手法で規制をかけるのか、それもそも

そもあんまり規制をしないという考え方もあれば、契約に基づいて規制をしますというこ

ともあれば、契約だけではなくて例えば空港法であったり、電気事業法であったりといっ

た法律も置きますと。さらに契約も法律も両方組み合わせて規制をしていきますであると

か、そういう選択肢の幅の中から選んでいく。 

 例えばＰＦＩとかＰＰＰとかいう場合には、やはり原則、当事者同士の契約がございま

すので、そういう意味で言うと契約のみであるか、契約と法律の合わせ技で規制をすると

いうのが多うございますし、民営化においてはあまり事細かに民間事業者を縛らないこと

のほうが一般的であろうかと思いますので、法律に基づいた規制が残るケースが多いので

はないかと思いますし、また、事業期間という観点で言えば、ＰＦＩであるとかＰＰＰと

言われるものは２０年であるとか３０年という契約期間を置いて、その期間の間だけは事

業をやらせるけれども、期間が終了するとまた更新をしますよというものもあれば、また、

ある意味、半永久的にＡ社さんがこの事業をやってくださいよというものもある。 

 いわゆる民営化の場合にはあまり事業期間を設けないことのほうが多いでしょうし、Ｐ

ＦＩ、ＰＰＰの場合は期間を設けることが多いであるとか、細かく挙げていくとまたよく

議論になる施設所有、土地の所有、これもコンセッションとかいうと土地の所有、施設の
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所有をしないというふうになるわけですけれども、ＰＦＩであるとかＰＰＰだからといっ

て必ずしも民間が所有しないわけではありませんので、所有させる、させないの分別をそ

れぞれするであるとか、あと物の売り方、サービスレベル規制の有無、もろもろ非常に事

細かに、先ほど座長に挙げていただいた論点というのがございまして、結局、これをどれ

で選んでいくのかで民営化、かなり限りなく官として関与の範囲を限定的に、ほぼ関与し

ない方向でいく民営化の方向に行ったりであるとか、一定程度公益性が残るという前提で

比較的さまざまな制約を設ける形でＰＰＰ、ＰＦＩというところで着地したりであるとか、

この辺はラベルの張り方というのはいろいろありまして、時には矛盾した、一般的にはこ

ればＰＦＩだろうと思うものを民営化というふうにラベルで張っていたりということもな

くはないのですけれども、いずれにしても、こういうところを１つ１つ決めていって、そ

の決めたものを何と呼ぶかという問題でしかない。重要なのはラベルではなくて、この１

つ１つの論点をどう埋めていくかであるということにあるのではないかと思います。 

【座長】  ちなみに、皆さんのイメージのために、ここで言う、いわゆる民営化という

のは、例えば旧専売公社がＪＴ、日本たばこになったように、そういうもののイメージ。 

【福田委員】  はい。そういうことですね。ということでイメージしています。従来、

日本で多く取り組まれてきた民営化というのは比較的このいわゆる民営化というところの

組み合わせになっていようかと思います。そういうようなところがあるというところにも

若干留意が必要かと思います。 

 次の３ページ目でありまして、今、事業期間のお話をしましたけれども、いろいろ細か

く挙げていくと違うところは多うございますけれども、一番大きなポイントとしては、事

業期間に関する考え方の違いというところにあるのかなと。先ほど座長もお話をされまし

たけれども、原則、民営化の場合は、その民営化された会社がその事業を半永久的に担っ

ていくことのほうが多いわけですが、ＰＦＩの場合はここの下にありますとおり、一定の

期間ごとに、場合によったら担う会社が入れかわる可能性がある。もちろん、真ん中のＢ

というところにあるように、同じ会社が引き継ぐということも理論的にはあり得るわけで

すけれども、一定期間ずつ、契約の相手方を行政側からすると見直すということで、一定

程度、ここで競争を働かせようという意図があるというところもあろうかと思います。 

 若干、そもそもどういうものを前提として議論をしているのかというところの前置きが

長くなりましたけれども、今回の日本のＰＦＩ制度についてお話をしたいということで４

ページ目でございます。先ほど申し上げましたとおり、日本の従来のＰＦＩ制度というの
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はその適用対象が限定的であった。左側のところにグラフが出ておりますけれども、サー

ビス購入型という表現になっておりますが、これはいわゆるカップ型と言われている公共

施設をつくるときに頭金で行政がお金を払うのではなくて、２０年、３０年、対価を分割

して払っていこうというやり方でありまして、これは建設期間中の３年でお金を払い切っ

てしまうか、後ろの２０年、３０年で分割して払うか。払い方の違いはあれど原則として

行政側から民間がお金をもらって事業をやる。そういうタイプの事業というのが従来は非

常に多かった。 

 一方で、例えばこの空港もそうだと思いますが、基本的には利用者である航空会社さん

であるとか、一般のユーザーの方から料金をもらうという前提で事業ができていると思い

ますが、こういう分野というのはほとんど従来、ＰＦＩでは行われてきていないという状

況です。では、なぜそういう分野では実施されてきていないのかというのが右側にありま

すけれども、制度の縦割りの問題というのが非常に多うございまして、例えば空港法でも

そうですけれども、空港法であれば例えば空港ごとに管理者というのが指定をされている

わけでありまして、この管理者というのは原則国であったり、地方自治体であるというこ

とであります。こういう状況というのは道路とか、下水道とか港湾でも同じような問題が

ありまして、民間の事業者が管理者であるとか事業主体になるという前提が既存の制度の

中にはない。 

 このＰＦＩ法が目指しているところと既存の制度とのある種の矛盾というところを解消

しないとなかなか制度上、ＰＦＩの適用が難しいという領域が多くなってしまうというこ

とで、今回、次のページの５ページ目のところにありますけれども、いろいろとその法律

の概要、これは内閣府さんがつくられた資料ですけれども、いろいろなポイントがあるわ

けですけれども、一番大きいのは今申し上げた縦割りの制度で、従来、ＰＦＩ法というも

のが概念としてはあっても、実際、法制度上適用できなかった、この問題を越えていこう、

解決していこうというのが大きな問題、大きなねらい。 

 これによって適用できる範囲を大きく広げていく。空港のような利用者から直接料金を

いただくような、そういう分野においても民間の事業者が参入をすることができるように

していこうというのが、ここにいろいろ書いておりますけれども一番大きい。それの担い

手となっているのがこの③に書かれているコンセッション方式の導入ということでありま

して、従来、料金決定を国であるとか地方自治体がやっていたものを、これはもちろん一

定の制約の中でありまして、自由にやれるわけではありませんが、一定の条件のもとで民
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間の事業者が担えるようにしていこうというところが一番大きな対象ということになりま

す。 

 次の６ページ目に行っていただきまして、今申し上げた料金徴収のところというのが一

番大きいわけですが、それ以外にも精度を上げていくと非常にポイントとなっているとこ

ろは多うございまして、大きく挙げると８項目ぐらいは重要なポイントはあるのかなと思

っておりますが、若干、これは細かいものが多うございますので、重要なポイントだけを

次の７ページ目以降でご説明したいと思います。まず、先ほど申し上げたコンセッション

ということで、利用料金を民間企業がユーザーから直接徴収することができるというもの

のメカニズムでありますけれども、この下の図表のところを見ていただければと思います。 

 一番上のところに人の絵が国・自治体の横にあると思いますけれども、原則としてその

公共施設の保有権は行政側に残ったままになります。行政側がこの公共施設、ここであれ

ば例えば空港を例に挙げるのであれば、空港を保有した状態のまま、民間事業者と下の間

にありますけれども、サービスレベル維持の制約ということで契約を結ぶということにな

ります。契約に基づいて運営権という権利が民間の事業者に渡される。要は、所有は行政

側が持ったまま、その行政が持っている事業、施設を運営する権利を民間の事業者に渡し

ましょうと。ただ、無条件で渡すのではなく、渡す際にはサービスレベルを維持する。一

定のサービスレベルを仮に充足できない状況が続けば解約されるということも含めて、契

約に基づいて国・自治体が管理をするということになります。 

 これに基づいて民間事業者は下の利用者から料金を徴収してサービスを提供するという

ことでありまして、場合によっては、この権利を民間事業者が国からもらう場合には権利

の対価、お金を払って権利を買うということもあり得ますので、この場合には金融機関か

ら融資を受けるということもあり得るということでありまして、要は、行政側はこの事業

の当事者ではなくて、一歩後ろに下がって契約に基づいてコントロール、管理をするのが

行政の仕事。実際、その範囲に基づいて事業を実施するのが民間事業者、そういう切り分

けがこのインフラの上でできるようにしていこうというのが大きなねらいであります。 

 次の８ページ目で一応、さまざまなインフラ、この制度が導入できるのかどうかという

のは、法律を通す上で内閣府と各省庁の間でいろいろと詰めていただいたわけですけれど

も、現状で言うと法律上、このコンセッションの考え方が適用できないということが明確

になっているのは有料道路の分野でありまして、ここについては法制度上の問題があるの

で難しいということになっております。 
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 空港の分野については、まさに今この検討会で議論をしているということですので、現

状でどういう方向に向かうかわからないということで、ここの検討会の結論を踏まえた対

応をするというのが国交省さんのスタンスであると聞いております。ただ、先行している

ものとして既に法律として成立しております関空と伊丹の統合法案、ここにおいてはこの

コンセッションの考え方を引用するということをされておられるということでありまして、

原則としてこの空港と道路、この２つの分野以外の上下水であるとか公営住宅であるとか、

そういう分野に関してはこの考え方が導入できるということが現状で言うと明らかになっ

ている。そういう状況でございます。 

 次の９ページ目のところですけれども、少し仕組み、考え方を書いておりますが、先ほ

どご説明したとおり、従来、こういう主要なインフラにおいて民間が入れるのは、一番左

側の①ですけれども、非常に限定的、ブルーのところですけれども、あくまでも行政側に

指示をされたことに基づいて手足として事業に入るというのが従来の入り方だったわけで

すが、新しい制度のもとにおいては②でありますけれども、基本的には事業経営に関する

ところは民間が入ってくる。ただ、施設の所有であるとか事業要件の規定、経営監視、そ

ういった仕事が官側に残るという形でありまして、民営化と従来の委託のある意味、中間

形態というふうに言うことができるのではないかということがありまして、そういう特徴

があるというところであります。 

 あと１０ページ目、ここは富士山静岡空港のところでも議論が出てきていましたが、従

来から似たような制度として指定管理者制度というものがありました。この辺は若干法律

論でございますので、弁護士の先生の方に必要に応じて補足をいただければと思いますが、

指定管理者、従来、空港の分野でも実績がある指定管理者とは何が違うのかということを

細かく言うとあれなのですけれども、１つ大きなポイントとして指定管理者というのは行

政処分である。官と民が対等の立場で契約を結ぶというものではなくて、官が民に許可を

しているというのが原則論であります。当然、その行政処分であるということは取り消さ

れる可能性があるということでもありますし、下のほうに書いてありますけれども、財産、

要は私有財産、私権であるというふうには見なせないものであります。当然、私権、私有

財産ではないというものに基づいてファイナンスをするというのは、全くできないわけで

はないかもしれませんが、非常にハードルが高くなるのではないかという問題がございま

す。 

 そういう意味では、こういう行政側による許可という形ではなくて、対等な立場で契約
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を結ぶという前提で制度がつくられているＰＦＩ法のほうが指定管理者より制度としては

ファイナンスがしやすいというところがありますし、またもう一つ、②のところにありま

すが、指定管理者制度の場合、民間事業者が代行できる管理の範囲が非常に明確ではない。

富士山静岡空港においても大規模修繕であるとか、そういう業務は行政側の仕事として残

っていたかと思います。そういう意味で言うと、一般的に少額、１００万円以下のような

非常に規模の小さいメンテナンスは民間側でできるわけですけれども、経営判断にかかわ

るような大規模な修繕行為というのは制度上できないというふうにされているということ

でありまして、そういった点からもＰＦＩ法は大規模修繕も含むというふうに解釈されて

いますので違いがあるのかなというところであります。 

 あと次の１１ページ目であります。これはコンセッション制度に関するところでありま

すけれども、一般的に行政が財産を所有するということは、当然、行政の所有する財産は

課税の対象にならないわけですけれども、一方で民間が同じ資産を所有すると取得及び保

有、この２つの局面で課税を受けるということになります。例えば空港を民間の事業者に

資産として引き渡すということになれば、受け取った側の民間事業者は不動産取得税を払

う必要が出てくる。さらに保有をしている間、固定資産税が発生するということで、同じ

事業をやっていても、やっている主体が官か民かで課税の考え方が変わってくるというの

が従来、１つ、ＰＦＩ制度の中の議論としてございましたが、コンセッションというのは

先ほどご説明したとおり、保有そのものは官から民に移りません。あくまでも無形資産と

してライセンスを渡すということになりますので、税制面での官民の処遇格差というのも

縮減ができるというところがもう一つ特徴としてございます。 

 最後に⑤でございまして、先ほど少し座長からも触れていただきましたが、今回の新し

い制度の中で民間からの提案という制度が１つ入っております。下に絵でかいております

けれども、民間企業等が管理者に対してこの施設をＰＦＩで事業を実施すべきではないか

ということを提案することができる。これに対しては法律上、管理者側に回答義務が負わ

されているということでございまして、例えばこの空港、この空港、この空港については

こういうやり方ができるのではないかというのを民間側から提案をしてもらうということ

も制度としては可能。もちろん、その実施義務は行政側にないので、それを踏まえて難し

ければ無理という回答をするという範囲でございますけれども、こういうインタラクティ

ブな仕組みというのも入れていく。 

 実際、これは提案する人にどういうインセンティブがあるのかということについては、
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法律が通った後の政省令、ガイドライン等に委ねられていますので、今後どうなるかによ

りますが、こういう制度が入っているというところでありますし、またもう一つ大きいポ

イントとして、法律の中に推進会議というのが置かれています。内閣総理大臣を会長とし

て指定をする大臣で組織をされるということでありまして、省庁をまたぐ関連の政策の調

整というのも実施ができるようになっておりまして、こういう制度は大体、空港法の問題

だけではなくて会計法で財務省が絡んでくるとか、地方自治体でやろうとすると自治法が

絡んでくるとか、大体複数の省庁がかなり入り組んでかかわってくるケースが多うござい

ますので、そういうものを政治レベルで調整していただく、そういうメカニズムも入って

いるというところなども特徴としてあると思います。 

 すみません、プレゼンとして若干いただいていた時間をオーバーしてしまったかと思い

ますが、制度としてはこんな制度ができております。これはあくまでもある種、通則法的

なというか、このＰＦＩ法そのものが何か具体的なプロジェクトを対象としているわけで

はなくて、空港であったり、道路であったり、上下水だったり、分野側で必要であればこ

の制度を使ってくださいという形で置かれているだけでありますので、こちらの検討会の

中でこういう制度を使う必要があるのであれば引用して使うことが一応できる。そういう

意味で、利用できるインフラとして入ってきているというところがございますので、今後

の議論の参考にしていただければと思いましてプレゼンをさせていただきました。以上で

ございます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 途中、途中でいろいろ教えていただいたところによると、この空港の議論、あるいは関

空、伊丹の議論もあったことによって、この法律の改正自体も進んだというように伺って

おりますので、期待感は高いのかなと思います。 

 では、事務局のほうで恐縮ですが、共用空港のほうの議論をお願いできますでしょうか。 

【空港政策課長】  それでは、資料５のＡ４横の１枚紙に基づきまして共用空港の概要

をご説明申し上げたいと思います。 

 共用空港と申しますのは、自衛隊または米軍が基本的には管理をしている空港でござい

まして、そこを民航機が利用させていただいているというものでございます。美保ですと

か小松、徳島など７空港ございまして、第１回目の資料３の４ページでございますが、９

８の空港を挙げさせていただいておりますが、第１回目の資料３の４ページでございます。

表で我が国の空港の現状をご説明させていただいたところでございますが、今回、議論し
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ていただく対象は、この赤枠で囲んでおりますところでございますが、第１回目の資料３

の４ページでございます。そこの一番下のところでございますが、コミューターなどの空

港を除きまして自衛隊等との共用空港ということで札幌、千歳、百里、小松、美保、徳島、

三沢を挙げさせていただいて、八尾はコミューターでございますので除きますと７つの空

港が対象という形になっているわけでございます。 

 ちなみに、この冊子につきましては、先ほど座長からもご紹介いただきました背表紙に

皆様のお名前を記載させていただいております。小さくて申しわけありません。したがっ

て、記入をしていただいても結構でございます。また、お持ち帰りにならなくても次回、

同じものを皆さんの机上に配付をしていただきたいと思っております。その７空港でござ

いますけれども、また資料５のほうに戻っていただきますと、ここに色をつけております

けれども、基本的に自衛隊などが管理をする空港でございますので、緑色の部分、これが

ある意味、自衛隊が独自に担当している部分でございますし、管理をしている部分。それ

から、共用部分というのが主として滑走路でございます。自衛隊はこの共用部分と自分の

ところの強化ハンガーなどがございますけれども、そういった自衛隊地区の部分は、みず

からが管理、運営を行っております。 

 また、この絵の中には出てきませんが、管制業務、タワーでの管制ですね。それから、

周辺環境対策についても自衛隊が管理を行っているところでございます。しからば民間は

といいますと、左下にブラウンで塗っているところがございますが、民航のエプロンでご

ざいますとか、誘導路などなど、それから、旅客のターミナルなどもそうですが、ここは

私ども国土交通省が管理をするところということになってございます。この真ん中のブル

ーの共用部分の施設の整備でございますけれども、先ほど座長からお話しいただきました

が、例えば新しく滑走路を延ばすとか、そういった費用はその目的に応じまして自衛隊と

国土交通省で負担をするということになっています。右下の青囲みのところに書いており

ますが、ちなみにかつて美保空港、徳島空港の滑走路延長事業をやりましたが、ここは民

航機のために必要な事業だということで、私ども国土交通省のほうが費用を全額負担して

整備をします。整備を行った後は国有財産の移管というのを行いまして、私ども国土交通

省から自衛隊のほうに移管をされるというものでございます。 

 なお、ここで当然、民航機がおりますと着陸料というのが入るわけですが、その着陸料

は私ども国土交通省に払っていただいている、こういう状況でございます。 

 資料５については以上でございます。座長、資料２のご紹介をしておりませんけれども、
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続けてよろしいですか。 

【座長】  はい。 

【空港政策課長】  恐縮でございますが、簡単にさせていただきます。資料２は過去５

回、皆さんに聞いていただきましたヒアリングの中身をご紹介させていただいているもの

でございます。もう一つの資料として参考資料というのを最後につけさせていただいてお

ります。それは第１回の検討会の資料から抜粋しているものでございますが、１枚目の資

料ですが、資料２、これは皆さん第１回でごらんになっていただいた資料でございますが、

運営形態見直しの目的・意義、これがございますけれども、諸外国の状況、見直しの手法

などなど、こういった論点があるのではないでしょうかと私どもから最初にご紹介させて

いただいた流れがございましたが、その流れに沿いまして過去５回、ヒアリングを受けて

いただいた方々がご発表いただいたものをまとめているものでございます。６点に分けて

まとめておりますが、空港運営に民間の知恵と資金を取り込んで運営形態を見直していく

場合、どういった目的や意義があるかというのが１ページ目に書いてございます。 

 この１ページの見直しの目的・意義をさらに４つに分けてございまして、基本的な考え

方についてご発表いただいたものをここに書かせていただいています。例えば将来にわた

って安定的かつ持続的な空港運営の確保が必要だとおっしゃったり、あるいは空港ごとに

区別に抱える事情を配慮して実施する必要があるとおっしゃったようなことを書かせてい

ただいています。ちなみに、アローの最後、矢印の一番後に括弧書きで書かせていただい

ておりますのが、こういうご意見をおっしゃった方々ということでございます。さらに空

港の果たす役割、地域のために必要な社会資本であるとか、あるいは大規模災害、特に今

回の東日本大震災もそうですが、救出や医療活動の拠点、物資輸送のため、重要な役割を

果たすのではないかというご指摘もありました。 

 ２ページをご覧いただきますと期待される効果ということで利用者の利便性向上や地域

経済の活性化とおっしゃった方々は多うございましたし、さらに航空事業と非航空事業を

一体的に経営することで空港の使用料、着陸料を低減することができるのではないか。そ

れによって路線の維持、増便や新規参入が期待されるのではないかというふうにおっしゃ

った方。それから、形態の見直しをする上での懸念事項として、注意事項、留意点でしょ

うか、民営化されると過度に収益重点に運営されるリスクがあるとおっしゃった方もおら

れます。また、小規模な空港では独立採算がとれるかどうか非常に難しいのではないかと

おっしゃった方もおられます。 
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 ２番目の塊としまして運営経営を見直しする場合の手法でございますが、先ほど福田委

員からもご紹介をいただきましたが、ＰＦＩの一形態としてのコンセッションをとること

が合理的ではないかとおっしゃった方がおいでになります。また、地方自治法の指定管理

者制度については、これも福田委員からもご説明がありましたけれども、なかなか創意工

夫の発揮が限定的ではないかということをおっしゃっておられます。また、バンドリング、

幾つかの空港をまとめて経営するということについて、そういうこともあり得るのではな

いかというご意見もありました。 

 ３ページでございますが、３つ目の柱として赤字空港の取り扱い、先ほど座長のご説明

にもございましたが、個々の空港、あるいは地域の置かれた状況の違いという中で非常に

大きな課題ではなかろうかというご指摘もございまして、なかなか経営が成り立たないと

ころがあるけれども、それをどういうふうにやっていくのかということでございますとか、

空港というのは赤字、黒字だけで議論すべきではなくて、幅広い目的から議論すべきでは

ないかとおっしゃっておられる方もおられますし、また、収入でコストを賄えない空港に

ついては過渡的あるいは恒久的な措置として補助を行う必要があるのではないかとおっし

ゃっておられる方、いずれにしても、国で持続的・安定的な運営をできるような仕組みを

考えるべきだとおっしゃっておられる方、それから、不採算空港については自治体の責任

によって維持ないし廃港を選択すべきだとおっしゃっておられる方も他方おいでになられ

ました。 

 それから、航空事業と非航空事業の経営の一体化でございますけれども、これについて

は民営化とか経営一体化はすべての空港一律にやるのではなくて、自治体が目指す政策と

か、個別空港の事情を配慮して実施する必要があるというようなことをおっしゃっておら

れる方がおられました。いずれにしても、株主とか自治体に合理的説明をすべしというご

意見もありました。 

 ４ページでございますけれども、規制のあり方についてでございます。行為規制につい

ては、できるだけ規制をなくしたほうがいいという方もおいでになられます。ただし、公

平性や公共性を担保する仕組みが必要だとか、あるいは安全、保安、騒音は規制で対応す

べきだとおっしゃっておられる方もおられます。経済規制でございますけれども、これは

料金の規制などでございます。これは自由に設定できるようにすべきだ。すぐにはできな

くても、なるべく自由度を上げていくような仕組みを入れておくべきだとおっしゃってお

られる方もございます。他方、地域独占性が空港は高いものでございますから、市場原理
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がなかなか働かないので適正な料金設定が図られる仕組みが必要だとおっしゃっておられ

るような航空会社もおいでになられました。 

 資本の規制について、これは自由にすべきだとおっしゃっておられる方、外国では政府

に保有義務を課したり、外資規制、大口規制を課している例があるとおっしゃっておられ

る方、それから、転売を前提とした投資家への売却は利用者のメリットにつながらないの

で避けるべきだとおっしゃっておられる方もおいでになられました。それから、サービス

品質について評価をする仕組みが必要だというふうに、これは規制かどうか位置づけは別

ですが、おっしゃっておられる方がおられました。 

 実施の際の考慮事項でございますが、自治体の関与についてご発言をされている。これ

は当然、自治体の方が多うございますけれども、ございましたし、それから、今後の空港

整備、先ほど座長からもお話がありましたが、将来の更新投資とか、新規投資を着実にで

きるようにどうするのか。国の責務はどういうところにあるのか、あるいは大規模災害の

ときにどういうふうに対応するのかというご指摘もございましたし、また、個別の空港で

はありますが、羽田、１兆円を超える債務を抱えているわけでございますけれども、何ら

かの対策が必要であるというご指摘がございました。 

 さらに、これも個別空港になりますが、次の６ページでございます。最後でございます

が、地代・環境対策についてでございますが、那覇空港、福岡空港は民有地の借料負担が

非常に大きい。福岡８０億、那覇が単年度４０億ということでございますが、それらにつ

いて何らかのことを考えないと簡単には民営化できないということはございました。それ

から、福岡については航空機騒音対策もやっておりますので、その負担も考えなければい

けない。それから、先ほどご説明申し上げた共用空港につきまして、これは国交省と防衛

省できちんと対応すべきなのではないか。民営化するに当たっても何らかの考えをきちん

と持たないとできないのではないかというご指摘をいただいたりもしています。また、そ

の他でございますけれども、空港で働く労働者への配慮も非常に重要だというご意見があ

りました。 

 以上でございます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 確認でもありますけれども、共用空港のほうは今でも着陸料は国交省、それは国のほう

に入っているということですので、仮に防衛省さんのオーケーがとれれば、同じメカニズ

ムでやること自体は可能。ただ、その全体の仕組みの中で彼らが責任を持っておられる部
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分との調整が必要ということでありましょうし、それから、先ほどの最後のあたりの個別

事情の中で、３つ、結構大きく状況の違う空港があって、１つが羽田、これは今でも財投

のお金で借金が１兆円以上あるということと同時に利益事業であるターミナル事業が株式

会社として上場されている。これ以外にも空港施設さんとか、ほかの会社さんの民間会社

もあるという特殊な状況にあるということ。 

 それから、那覇と福岡、大きいのはこの２つだというふうに了知しておりますけれども、

国有地ではなくて民有地が中に結構入っていて、地元を中心とした土地の所有者さんに相

当な金額の借地利用を現在は国が支払っているということがあるので、そこを一体どのよ

うにクリアにしていくかということがないと、ここはなかなか進むのが難しいところがあ

る。こういう理解ですが、よろしゅうございますね。そういう特殊事情が特にあるのがこ

の３つではないかなと思っております。 

 長くなってしまいましたけれども、ぜひ皆さんから今までの資料のご質問、あるいは論

点について、どちらでも結構でございます。恐縮ですが、挙手いただきましてご発言をい

ただければなと思います。 

 では、○○委員から。 

【委員】  皆さん、まだしゃべられないので、まず初めに。ここで今まとめていただい

た論点、まさにそうだと思うのですけれども、民間に任すにしろ、県に任すにしろ、収支

というのがすごく重要になってきて、一体経営をする、最近は駐車場の問題もありますし、

あとビルの問題もあるのですけれども、一体経営したときにどのくらい収支が変わってく

るのかというところがすごく重要なのですけれども、ここで確かに収支は公表されている

のですけれども、一部非航空系、ビルと駐車場を合わせたものとエアサイドの分かれたも

のがあるのですけれども、もう少し細かく、実際、その空港ビルさんと話し合いをしても、

これがどのぐらい正しいのかがあまり見えてこないということなので、ぜひもう少し細か

いデータとか、これがどのくらい信頼性があるのか、そういうところを出していただいた

ほうが議論がしやすいのかと。 

 逆に民が入るにしろ、空港ビルがまた全体を経営するにしろ、県が入ってくるにしろ、

やっぱり将来、それがどのように変わっていくのか。将来の航空業界の、日本の経済にも

依存するのでそこは難しいかもしれないのですけれども、設備投資とか、あと例えば震災

が今度起きましたので、その耐震化とか、そういうのが将来に向かって１０年にしろ、２

０年にしろ、どのぐらいコストがかかるのかとか、それをどのぐらいリスク分担するか、
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国とリスク分担するかはまたここで議論したらいいのですけれども、そういうようなある

程度見通せるようなデータというのを出していただいたほうがいいのかなというのを議論

の初めに少し思いましたのでコメントです。 

 以上です。 

【座長】  ありがとうございます。 

 ２段階ありまして、まずは大きい方向性を決める上で本当は現状どうなっているのだろ

うねと。その中には耐震補強だの、大規模補修だの一体どれぐらいかかるのだろう。この

基礎データをある程度見ながら可能な範囲で議論をしたほうがいいのではないかというこ

とで、それから、もう一方、これは将来キャッシュフローの問題というのは、もし民間に

委託する場合は、その手を挙げてくださる人が自分でリスクをとって、自分がやればこれ

だけキャッシュフローがよくなる、ならないなんて、ここは少し、そこを精査するのは恐

らくここでは難しいので、大体大きく見ると少なくとも現状はこうなっていて、考えてお

くべきポイントはここら辺までというのは、場合によっては考えたほうがいいのではない

かというご意見かと思います。ありがとうございます。 

 では、○○先生。 

【委員】  今日、少しおくれて参りまして失礼いたしました。論点例のほうの資料で、

どういう方向性、大きな方向性で報告書をまとめていくかという点なのですけれども、ま

さに座長がおっしゃられたようにペーパーだけで終わってしまっては何にもならないので、

私としてはぜひ具体的なモデルプロジェクト、これがうまくいけば後の案件もおのずとつ

いてくる。最初に動かすにはかなり力が要りますから、そこは皆さんの英知で何かモデル

事業的なものをぜひこの委員会で提案できたらなというのが希望です。 

 論点整理のところの第４、論点例のところで、まさに座長がご指摘されているように土

地の使用許可とその更新の停止、あるいは正当な補償とか、いろいろハードルが高いとこ

ろがありまして、まずは強制力というよりも自治体さんの中で、もし手を挙げてくださる

ところがあったら、そこをモデルにして何かいい案件をつくっていく。その際に大事なの

は、幾ら我々が旗を振っても民間が投資してくれなければ絵にかいた餅になってしまいま

すので、その際にきちっと採算が出るような形で、民間が参入する上で障害になっている

ものを取り除いていってあげる。そういう環境整備、いろいろな規制、あるいは制度等の

そういう環境整備をモデルを通じてやれたらなというのが希望でございます。 

【座長】  ありがとうございます。 
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 確認だけさせていただきますが、そうしますとおっしゃるとおり、まずは具体的に動か

すべきと。そのときにまずは自治体、特に空ビルさんとかが自治体も含めた３セクが多い

ので、やる気があるところがあるのかないのか。あれば、ここはあえて補足させていただ

きますけれども、そこがそのままやっているのでは民間の経営の知恵も入らないので、だ

れか民間の人と組んでとか、何らかの形で手を挙げてくれたりするものがあれば、それを

具体的に詰めていけば、こんなボトルネックがあるとか、障害があるとか見えてくるので、

それをある程度担保してあげることによって進むようなひな形ができる。そういう理解で

よろしゅうございますか。 

【委員】  ええ、まさにおっしゃるとおりです。 

【座長】  はい。どうぞ。 

【委員】  私も今、○○委員がおっしゃったことと同じ方向で、まずこの検討会が始ま

ったのが、国土交通省の成長戦略という財政に頼らない民間の知恵と資金を入れながら、

こういう国土交通省の政策の中でより成長軌道に持っていくという、こういう大きな、ま

ず方針があって、その方向性の中で具体的にどういうような空港に関して個別にいろいろ

考えなくてはいけないことがあるのですかということで、多分、この空港運営のあり方検

討会ができたわけですから、まずこの大きな成長戦略の方向というのは、大きく打ち出し

て、じゃあ、具体的にどう進めましょうかというふうに持っていくのが本来の筋であると

思います。これは震災とかいろいろなことがあって、もう一度、公の役割とか、そういっ

たことをもう一度見直すということがあるにしても、成長戦略の方向は私は変わらないと

思っております。 

 そこでＰＦＩ法も、今お聞きしましたように非常にいろいろなことが実施しやすいよう

な法律に変わるわけですので、具体的に私はこの２７の空港の中で、まずこれまでの議論

やいろいろな研究も恐らく皆さんどこの空港もウォッチしていらっしゃると思いますので、

まず自主的に民営化しようでないかという、そういう空港にまず名乗りを上げていただく

のが一番いいわけですけれども、一応、あるかないかわかりませんが、一遍それを募って

みるということ。 

 それから、○○委員がおっしゃったように、私も、結構、この数字からいくとコンセッ

ションや民営化できる数値のところが多いと思うのです。前に空港の収支を出しまして、

今日も参考資料に出ておりますけれども、私はこういった民営化の議論も踏まえて、４パ

ターンをこの委員会でもつくっていただいて、４パターン目のパターン１、パターン２、
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パターン３、パターン４とこの中に収支があるのですけれども、そのパターン４というの

は、かなりコンセッションができやすい、コンセッションをやるときの数値にかなりこう

いう所有権を持たなくて、１つのコンセッションする場合には第４パターンが１つの指標

になるというふうにも思っておりまして、４パターン目を非常に重視しています。そうい

う意味では、ざっと見ただけでも４パターン目になると、営業収益、それから、損益、経

常を含めて結構、それまでのところは全部赤でもパッと黒になるのですよね。これは非航

空系収入は入っていないのですよね。 

 ですから、○○委員がおっしゃった、これに非航空系、パターン４に非航空系収入、ど

こまで一体化できるかという問題は個別にあるとは思いますけれども、このパターン４プ

ラス非航空系収入を足していくとかなりのところが黒になるというふうに私は思います。

ですから、積極的にどういうふうに進めていくか、まず○○先生がおっしゃったようにモ

デルプロジェクトとしてグルーピングをしたら可能かどうか、そういう個別の検討をして

いってはどうかと思います。 

 以上です。 

【座長】  ありがとうございました。事務局に確認ですが、この参考資料のほうの１７

ページに示してある数字の読み方ですが、おっしゃるとおりパターン４というのは今後の

設備投資みたいなものは除いたものの、純粋な営業のキャッシュフロー、民間企業の経営

からすると一番わかりやすいやつで、ただし、この黄色のパターン４というのは、少なく

とも国交省として把握できる限り、非航空収入の収支の部分を足し合わせたものという理

解でよろしいですか。 

【空港政策課長】  ○○委員のご指摘をいただいたのは、多分、１５ページの資料でご

指摘をいただいたと思います。１５ページの資料、２枚前でございます。これはエアサイ

ドだけで、滑走路のほうだけの資料でございますので、このパターン４には空港関連企業

は入っておりません。座長にご指摘いただきましたように１７ページと右下についており

ます資料につきましては、先ほど見ていた１５ページのものが上のピンク色のところに書

いてありまして、それに空港ビルなどの空港関連事業の収支を緑色のところに次に書いて

ございまして、ピンク色と緑色を合計したものが黄色でございますので、１７ページの資

料につきましては空港関連の事業も入ってございます。 

【座長】  では、今、お２人の委員から議論のための議論ということで、ぜひ皆さんに

もいただきたいですけれども、個人的にも普通に一定数以上の資産をマーケットから手を
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挙げる人があるかどうか、これはまず投資家の視点、それから自治体の視点。ある程度、

ノンバインディングとよく業界では言いますけれども、これで１回手を挙げたら、もうあ

と変更なしよというのではなくて、どういう形だったら自分はどことどこをやりたいのだ

というのを手を挙げてもらうようなプロセスは一定程度必要だというのが常識的かなと。

というのは、ヒアリングでもありましたけれども、特にこの手のものは長期のキャッシュ

フローが要るので、割と年金とか長い投資をする投資家からお金を集めてくる。表面に出

てくるのは投資銀行とかファンドのような方々でも裏側はわりと長期資金の、我々の年金

の資金のようなものが入ってくる。 

 そのときに１つ２つしか出てこないと、これはお金の集めようもないので、少なくとも

中長期的にはかなりのものが出てくるなということがあるかどうかというのが必要で、そ

の意味におきましても全部を動かしていくことが必要。一方、ご指摘のように、そうは言

っても全部同じ条件ではないので、どんどん進んでいきそうなものを先に進める。この両

方をどううまくプロセスの中で組み合わせていくか。いいとこ取りで２７のうち２つ、３

つだけ進んでとまってもいけないし、かといってその呼び水がないと、あるいは手を挙げ

てもらって進んでいくという流れがないと進まない。このあたりをどう組み込んでいくか

というのはほんとうに大事な論点だというふうにとらえております。 

 ○○先生、どうぞ。 

【委員】  私からですが、この委員会のタイトルにある「あり方」というのは、結局価

値観の話になってきて、なるべく大きなところを考えていくというお話だったので、今、

皆様のお話を聞きながら改めて考えました。 空港の場合は航空サービスと表裏一体であり、

空港にはなくてはならないものなので、航空サービスとはそもそも何かというところを民

営化するときにも外さないようにしなくてはいけないと思っています。 

 成長戦略会議において、航空分野は６つの戦略がありますが、ここでは、戦略５の「真

に必要な航空ネットワークの維持」というのと、戦略３の「空港の抜本的効率化」という

のは、両方同時に考えていくべきことであると常に意識しておく必要があると思っていま

す。航空は必要な公共サービスであることをまず前提に置いて、後半に出てきたような赤

字空港の維持を考えればいいのかなと思っています。もう一つは、航空サービスというの

はそもそもそれ自身が需要の対象ではなくて、何らかの移動目的があって、それによって

生じる移動コストですので、ここを削減することで成長戦略会議の「成長」に貢献できま

す。その移動コストを下げるというところに貢献できるような空港運営のあり方というの
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を、考えていくべきかなと思います。 

 そうすると、考えなくてはいけないのは需要の話になりまして、民営化あるいはＰＦＩ

の場合では、需要のリスクというのを一番考えなくてはいけないのですね、長期的には。

これは交通サービスの特徴でして、ほかの公共サービス以上に、需要のリスクを長期的に

どうとらえていくかで大分考え方が変わってくると思います。世界的にも、交通分野のＰ

ＦＩで最もリスクが高いのは需要であると、世界銀行等のレポートでも指摘されておりま

すので、この需要リスクを考えながら、どこの空港に手を挙げてもらうか。手を挙げても

らうことは私も大賛成ですし、やっていくべきだと思いますけれども、需要リスクという

のをきちんと考えなくてはいけません。 

 この上で、戦略の6に、ＬＣＣ参入促進と書いてあるのですけれども、参入というのは海

外から来てもらうことを期待されているようですが、ＬＣＣの登場－全日空さんのほうで

登場する予定ではありますが－、国内向けのＬＣＣが登場しやすいような規制緩和をして

いくことがまず１つあります。それができるような空港運営の制度を考えなくてはいけな

いのかなと思います。 

次に、首都圏競争力とかオープンスカイというのは当然必要なのですが、実はこれでど

こが成長するかというとやはり首都圏なんですね。ほとんど首都圏だと思います。せいぜ

い関西や中部への好影響が少しあるかどうかなので、オープンスカイに対し、ほかの空港

は残念ながら正直申し上げて需要に対するインパクトはあまりないと思います。現時点で

オープンスカイによって自由に入っていいという話にはなっていますけれども、やはり地

方空港にはなかなか入ってこない。さらに、国際線は仮に入ってきても需要は限定的です

ので、どうしても需要リスクというときには国内線の需要を考えなくてはいけないのです

ね。ですので、手を挙げていただく空港にはもちろん頑張っていただきたいのですが、将

来的に国内線がある程度維持できるところというのが候補になってくるのかなと思います。 

 テクニカルな話ですけれども、今まで需要予測モデルというのは４段階推定法を用いて

国交省は推定してきたわけですけれども、これは消費者側から考えたモデルであり、供給

者側の動きに強い仮定を置いています。実際は、需要を考えるときにはどうしても国内の

企業のことを考えていかなくてはいけません。航空企業間の競争、あるいは企業活動推進、

そこも踏まえた提言をしていかないと、空港だけの話で先行してしまうと、少し危ないか

なと。危ないという言い方はおかしいのですが、首都圏と関西・中部以外は全部地方空港

という言い方はあまり私もしたくないのですけれども、そこを地方空港と呼ぶとすれば、
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彼らが国内線維持のためにどのように自由に活動できるのかを担保するような空港運営を

考えていかなくてはいけないのかなと思います。 

民営化に向けた細かい話、私の専門ではない法律的な部分とか、財務の話も強くないの

でその辺は申し上げられないのですけれども、以上が空港運営のあり方において、大きく

考えていくところだと考えています。 

あともう一つコメントは、手を挙げてもらって何を提言するかという話なのですけれど

も、民営化の方式、あるいはＰＦＩの方式、いろいろあるとは思うのですが、ケーススタ

ディーをするにしても、方式をこちらから押しつけないということです。幾つかこういう

方式の選択肢がありますという形にして、手を挙げていただいた空港に方式を選択しても

らう。この点は、これまでの議論をまとめた資料２であまり強く書いていないような気も

するのですが、方式をこちらから決めていかないというのは、多くの方の共通認識である

と思っていました。印象として。ですので、そこも担保していったほうがいいかなと思い

ます。 

 以上です。 

【座長】  ありがとうございます。 

 何点か大事なことをおっしゃって、１つはもともと移動コストを下げて成長につながる。

これはおっしゃるとおりだと思います。そういう意味で、需要のリスク――すみません、

確認ということなのですけれども、もともと航空業界はＳＡＲＳだ、９.１１だ、今回の震

災だという大きいボラティリティがある。ここの部分は手を挙げた民間の方が自分がリス

クとして許容できるリターンかどうかということで考えていただくものの、例えばそれが

ポジティブな方向に行くようにきちんとＬＣＣが増えていくような航空政策が裏側にある

のかどうかで具体例が違ってくるであろうとか、あるいはこれも確認なのですが、新幹線

が延伸していくと国内路線としては自然に考えるとかなり苦しくなるような方向も出てく

るだろうと。 

【委員】  おっしゃるとおりです。 

【座長】  この辺もきちんと見た上でつくりつけてはいかがか、そういうご意見という

ことでよろしいですか。 

【委員】  そうですね。航空会社もそれは認識していると思いますので。 

【座長】  ありがとうございます。 

 では、○○さんのほうから先に。 
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【委員】  幾つかありまして、１つは先ほど○○委員がおっしゃったキャッシュフロー

の議論なのですけれど、これは長期で回したら結果的に、先ほど○○先生がおっしゃった

単年度収支が仮に黒字の場合でも、収支の変動や、追加投資などで将来的は赤字になって

拡散したりするというパターンも想定されるわけで、長期収支予想をやってみないと多分

わからないだろうなというのが１つ大きなポイントだと思います。仮にシミュレーション

として収支を１割増減させただけでも相当違ってくる。多分、今年の収支は震災影響があ

るのでかなりの空港が下方に向かうのではないかなというイメージもしています。ここは

確認しなくてはいけないなと思います。 

 次に１つのある空港が仮に民営化され、競争力が強化され、黒字になって売却されると

いうケースは、これはある意味でよいのではとも思うのですけれども、あえて言うと全体

の空港が、つまり空整特会全体がどうなるのかという問題もあると思うのですね。要は個

別に、例えば黒字の羽田なり千歳なりの一体民営化や売却だけを追っていったら、最後残

った空港のところはどうするのか、では税金で処理をするのか、それとも一般会計から引

き続き補給を入れ続けるのかなど、この部分を少し考えないと、国管理空港全体として最

後の国民負担のところが非常にアバウトなままの議論で終わってしまうのではないかと思

います。 

 もっと考えると、例えば仮に黒字空港が民営化され高く売れたのであれば、そこで得た

利益を、赤字空港に入れ、そこはそれで自立や民営化できるようにしてあげるとかで最後

の対応や処理の工夫まで考える。大切なことの１つにはやはり空整特会の財投がきちんと

返ってくることだと思うのですね。また２つ目には一般会計による交付金をできるだけ少

なくする工夫を考えることも。過去に補給したこれまでの一般会計の部分は、返済はもう

良いと考えるのか、そこまで返してくれというのかどうかわかりませんけれども、国管理

空港が置かれている収支と財政の全体のバスケットの中で、最後の決着をどこでつけるの

かということの検討も必要でしょう。１つずつの空港の議論には非常にいろいろなアイデ

ィアが出てきて、民営化などでも手を挙げてくれるところがでてくれば、個々の空港の可

能性はいろいろと広がるとは思うのですけれど、空港全体の中で最終的な調和というので

すか、そこをどうあるべきか、空港全体のバランスシートなども考えながら判断する。個々

の空港のＰ/Ｌ改善もさることながら、それ以上に、もう一度空港全体の収支やバランスシ

ートも見据えて判断していくということも大事ではないかなと思っているので、ここも考

慮しながら議論したいなと思っております。以上です。 
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【座長】  ありがとうございました。 

 全２７空港全体、それから、空整勘定の将来像、ここも含めて見るべしというご意見だ

と思います。 

 どうぞ。 

【委員】  私も実務屋の観点から３点申し上げたいと思います。１つは、座長からお示

し頂いた論点の中にもございましたように、上下一体化と、それから、民活導入とか民営

化といったようなことをどういう組み合わせで議論していくかということについてなので

すけれども、議論の順番としては、民営化、あるいは民活導入ということを視野に置きつ

つ、まず上下一体をどのように進めていくのかといった組み立ての議論をしていく必要が

あるのではないかなと思います。 

 その中でやはり、先ほどからご議論が出ていますように上下一体の議論をしていくとき

になかなか難しそうなのは、地代の適正化の問題に加え、ターミナルビルを中心に空港関

連企業といったようなものが既に存在をしている点です。これらを含めて一体化していく

というときに、そこには空港関連企業の株主も存在するし、様々な業務実績も築かれてい

るわけで、それらをどう取り込んでいくかということが課題となります。ですから、その

ためにも冒頭、○○委員からご指摘があったように、空港関連事業の収支とか状況という

のをもう少し深く見る必要があるかなというのが１点目です。 

 それから２つ目は、先ほどからケーススタディーをして詰めていく必要があるというお

話、私も全く同感でございます。そのときにやる気のあるところを募るというのも、これ

も多分、正攻法なのだろうなと思います。その上でやはりいろいろな空港が２７あるわけ

ですから、これを幾つかのパターンにグルーピングをして処理していくというのが恐らく

現実的なのではないかなと思います。 

 例えば新千歳とか、福岡とか、福岡の場合、地代の問題がもちろんあるのですけれども、

こうした基幹的な幹線の空港としてやっているところ、それから、広島とか、あるいは熊

本とか、そういったある程度ブロックなり、その地域での中心の空港として機能している

ところ、そして、その他の空港といったようなグルーピングがあるかもしれません。これ

に加えて羽田ももちろんあるわけですが、こういったように、グルーピング化して、その

中で拾えるケースを拾って、それを１つの選択肢として、こういう考え方があるという形

でご提示をしていくというのがこの検討会での議論のありようかなと思っています。 

 それから、３点目は、これは○○委員がおっしゃったことと全く同じなのですけれども、
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いろいろヒアリングをさせていただく中で、「その空港が特に民間側から見たときにネット

ワークの中でどういう位置づけになっていくのか。」こうしたご関心が民間側にもあること

が明らかになりました。従って、１つの空港さえうまく処理できればそれでオーケー、で

も一方でほかの空港が逆にまだ空港競争時代になれていないということもあって、バリュ

ーが著しく下がってしい、その処理がなかなか難しくなるというようなケースは避けなけ

ればならないわけで、全体的な航空ネットワークというものを視野に入れた上で空港運営

の改革を考えていくということも必要なのではないかなと思っております。 

 以上です。 

【座長】  ありがとうございました。 

 これまたご指摘の議論でどんどん明らかになってくるように、ネットワーク全体、ある

いは整備勘定全体ということとモデルだったり、ここら辺のグループはやりやすいという

ところ、この両方をどううまくプロセスの中に組み込んでいくかというところは、皆さん

のお知恵をぜひちょうだいしたいところだと思っております。 

 ほかの方、どうぞ。お時間があれなので○○さん、先に。すみません。その後、○○さ

ん。 

【委員】  すみません、お先に失礼いたします。私は７回のうちまだ半分ぐらいしか出

ておりませんで大変申しわけないのですが、運営とか経営とかのほうは素人でございまし

て、どちらかというとこちらの委員会には乗客というか、利用者目線ということで参加を

させていただいております。そういった立場から少しだけお話をさせていただきたいと思

うのですが、いろいろと資料をたくさんいただいたのですが、私のほうからぜひお願いし

たいのは、どのような形、民営化になるのか、上下一体などといろいろあると思うのです

けれども、いずれにしましても国民のメリット、もっと言いますと私たち利用者から見て

魅力的な空港というのはどういうものかということが具体的に伝わるような、そういう文

言も少し入れていただきたいという感想を持ちました。 

 今、○○先生とか○○先生がおっしゃったことと全く同じなのですが、具体性というこ

とで言いますと、モデルケース、あるいは今、グルーピング化というご提案がありました

が、ヒアリングの中でもおもしろかったのはイギリスの例で、ロンドンで非常に都市型の

ロンドンシティエアポートの例があったり、あるいは非常に郊外型のブリストル空港の例

があったり、それぞれの空港によって地域の方が求めるものも違いますし、あるいは都市

計画の中でもその空港の位置づけというのが違うでしょうから、今おっしゃったようなグ
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ルーピング化という部分で、この空港が今どんなことを求めていて、こうなるともっと利

用者にとってメリットがあって、そして民営化などの新たな形も国民が賛成すべき動機づ

けになる。このように、ある意味、空港がどう変わっていくかということに夢を感じるよ

うな、そういうものも見せていただきたいなという気が非常にいたしました。 

 ですので、もう少しわかりやすくというか、目に見える具体的な形で国民の皆さん、利

用者の皆さんもそのメリットが伝わっていくと、今ここで討論していることに対して興味

を持って頂けるのではないかという気がいたしました。失礼いたします。 

【座長】  ありがとうございます。 

 これもまた非常に大事なポイントで、国民利用者メリットの明確化、特に今おっしゃっ

たロンドンシティとかブリストルのような例を含めて、どんなことがあるかというイメー

ジは少し伝えていく努力はしたいと思います。ただ、２７空港全部について、こうやった

らよくなりますということをやると、これは手を挙げる人の手足を縛ってしまうので、そ

こまではできないと思うのですけれども、もう少し具体的なイメージが沸くようにという

のは、おっしゃるとおりだと思っております。 

 ○○さん、どうぞ。すみません、お待たせしました。 

【○○委員】  先ほどからご議論が出ているところと、あとＰＦＩ法がせっかく改正さ

れたので、ここの論点表にあるところのＰＦＩ法上の提案制度の枠組みの活用というとこ

ろから少し議論をしてみたいと思います。二十数空港ある中でどのようにあり方を決めて

いくかというところで、最終的にはやはり民間の企業の方の提案制度というのをある程度

活用していくという形になると思います。それが１つの空港だけなのか、民間からグルー

ピングの提案があるのかというようなことも含めて、それもあまり手足を縛らずにという

ことが一方であると思うので、かなり民間の知恵を使うような形にしたほうがいいと思い

ます。 

 ただ、その一方、先ほどから議論が出ていますように個別の空港とか、それから、それ

ぞれの地方によってその空港が何を意味しているのかということが非常に重要になってき

ます。例えばＡ空港が今後、更新や長期修繕などが非常に必要で、これを充実させてほし

いという判断があるのであれば、逆にそれを重視した――これは最終的に１ページ目の契

約のところの判断基準の問題になると思いますけれども、それを重視した提案を最終的に

ご判断になられるというような形になると思いますし、債務を削減するとか、周辺地域の

空港との連携を重視するというようなことがあるのであれば、それを最終的な判断基準の
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重点項目とすることが考えられます。 

 ただし、これはニワトリが先か、卵が先かという問題はあるのですけれども、まず設定

するときに何を重視します、とするのはなかなか難しいので、正式な提案の前に、座長が

おっしゃったみたいにある程度の感覚を持って、民間からどういう提案が出てきそうなの

か、ただし、それを最終的に公がどういうふうに判断するのかという判断基準も含めてや

はりすり合わせが必要になってくるでしょう。 

 それからもう一つ、その民間の提案が出てきたときに、これは少し技術的な話になって

しまうのですけれども、ここで契約プロセスの問題があります。さまざまな民間から出て

きた契約の提案というものをどうやって判断していくのか、Ａグループ、Ｂグループ、Ｃ

グループがそれぞれ違う提案を出したときにどうやって判断していくのかというのは、今

まであまり国としてはなかった問題です。そこは公共調達の問題で、これでせっかく民間

提案ができてきたのに非常に硬直的な契約プロセスをとるというのは、やはりせっかく生

きた提案を生かせないこともあるので、これは提言になるのかもしれませんけれども、契

約プロセスというものも含めて今後の検討が必要であると思います。 

 最後にもう一つ、座長からも最初にありましたように、やはり全体の枠で工程表という

か、これは大体どれぐらいで全部を目途をつけていくのか示すべきではないかと思います。

民間に任せていて、いいとこ取りとは言いませんけれども、採算がとれるところだけやっ

てしまって、残ってしまったものはどうするのかということもありますので、これは数年

単位なのか、数十年単位だとは私は予想していませんけれども、一定の工程のプロセスの

中で皆さん考えてください、空港側も考えて、民間側も考えていって、その中で検討を始

めると。残ったほうがいいのか、先にやったほうがいいのか、ここはご判断があると思い

ますけれども、ある程度そういう枠組み、時間的な枠組みを示すべきではないかと思うの

です。 

 以上でございます。 

【座長】  ありがとうございます。 

 宿題がどんどん、私ではなくて皆さんと一緒に考える宿題が増えていくということはよ

くありますけれども、今おっしゃいましたように民間との初期対話プロセスをしつつ、一

方、契約プロセスでどういう判断をしていくかということですね。さらにそれが虫食いに

ならないように、少なくとも全体のスケジュールとか、工程表イメージはきちんと全体で

見る。この辺を満たした解を考えていきましょうというご意見かなと受けとめました。 
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 どうぞ、○○さん。 

【委員】  もう皆様から出た意見にほとんど異論はなくて、若干、座長がお話しされた

年金の話と加えて私の意見を２つほどお話しさせていただければと思いますが、こういう

アセットに、まさに日本の年金基金、非常に興味を持つのではないかというのは私も同感

でして、たまたま去年の秋に日本の企業年金、あとは厚生年金基金、主要なところに対し

てアンケートをやりまして、６００団体ぐらい回答がありましたけれども、こういう投資

ってどうですかと率直に聞いてみた結果がありまして、大体その１０％ぐらいの、この手

の投資家さんは既に海外のインフラという観点で投資をしています。その意味で言うと、

国内が出てくればその延長線上で投資をするというふうにお答えになっているのですが、

５５％の投資家さんは海外からやるというのは非常にハードルが高い。 

 インフラは非常に安定的でいいアセットクラスだといっても、いきなり為替リスクのあ

るところからやると、その安定性って帳消しになってしまうので非常に始めにくいのだけ

れども、日本の国内から始まれば即やるというふうにお答えになっている方々が５５％ぐ

らいいる。非常に高いですね。残りの３割ぐらいの方はどういう環境が整っても、こうい

うものはやれないかなというお話だったのですけれども、そういう意味で言うと業界的に

も非常に注目が高うございますし、固有名を出すのははばかられますが、既に報道ベース

で出ているだけでも日本の大手のメーカーさんの企業年金などは去年ぐらいからインフラ

に対するアロケーションを始めていたりしますので、タイミングとしては非常にいいので

はないかなと。 

 座長がおっしゃられたとおり、年金というのは３０年、４０年先を見据えた運用をして

いくもの、しかも、過剰にリスクをとって従業員、国民の年金の吹っ飛ばすわけにいかな

いという観点では安定的かつ長期の運用を求める投資家でありますので、諸外国でもこう

いうインフラというのはやっぱり２０年、３０年単位で投資されていくものですから、非

常に相性がよいというふうに見られているわけですが、そういう観点というのは国内の投

資家にも浸透してきているというところを若干補足させていただければと思うのが１点目。 

 あと２点目については、まさに議論されておられるように、どういうふうに、まず、そ

もそも民間から提案をしていただいて、ある意味どういうものがどういう形で進められる

のかというのを見極めていこう。さらにそれをもとに現状のステークホルダーの方と一緒

に一元化の議論をしていこう。さらにその向こうに民間に入ってもらおうというふうに３

つぐらいステップが必要だよねという議論だったと思うのですが、これは、とはいっても
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一、二年でやれるプロセスでないことは、ほぼ皆さん認識、共通しているのではないか。 

 すべてをやっていこうとすると、それなりに期間かかかってくると思うのですが、ここ

でやはり考えないといけないのは、じゃあ、それなりに期間がかかるプロセスを誰がやっ

ていくかということを我々考えておかないといけないのではないか。行政の方も当然、異

動で、二、三年でご担当がかわれますけれども、二、三年のスパンでこれ、やり切れるこ

とではないわけでありまして、しかも、数が非常に多い。２７というボリュームをどうい

うふうに、これ、ある意味においてはこなしていくのかということも含めて、やはり推進

体制というのをどう整えるかという論点もあるのではないか。 

 お隣の韓国などでは、こういう民間にインフラに入ってもらう案件を専門でサポートす

るような組織を行政の中に置いて、それなりの数の専門の担当者を置いてやっていたりす

るわけですけれども、これは韓国に限らず、オーストラリア、イギリスにおいても同様だ

と思いますが、そのぐらい手間暇のかかる非常にテクニカルな内容を含むものであるとい

う前提で体制をつくって、一元的に、しかも、これはノウハウが拡散すると非常に不効率

でありますので、ある程度ノウハウをためながらやっていくという視点も必要なのではな

いかなというところを１つご指摘させていただければと思います。 

【座長】  ありがとうございました。 

 投資家側の心強いお話と、あとはノウハウをためながら、誰がこのプロセスを中長期に

わたって回すかということをきちんとつくりつけてほしいというご意見です。 

 ○○さん、お待たせしました。 

【委員】  ○○でございます。議論がもう収束の方向に向かっているのに何かまた……。 

【座長】  全然収束していない。 

【委員】  一から話すのはちょっとあれなのですが、すみません、難しいことはわから

ない、単純に考えていたのですけれども、今までヒアリングをしていたときに、日本は例

えばヨーロッパの空港と違うのは空ビルと空港が一体化されていないという特徴があった

ので、そもそも空ビルとか、空港周辺施設をまず一体化、どういうふうにしてから民間企

業に売却するなり、どうするのかという議論があるのかなと思ったので、空港ビルをまず

一体化するというようなことというのは、もうほとんど決まったことなのかな、どうなの

かなというのがちょっとまだ見えてこなかったのが１点。 

 もう一つは、多分、日本の商業ビルというのはまだそんなに効率的ではないので、今、

黒字ではないところでもうまくすればもうけが出るので買い手はいると思うので、基本的
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には買い手はいるのかなと思うのですけれども、そのときにやはり問題になってくるのは、

地域独占力が非常に強いので、民間企業が効率的なのではなくて、民間企業が競争してい

いかげんな経営をするとペナルティーを受けるということが重要だと思うので、その辺の

独占力をどのくらい最初から封じ込めておく仕組みをつくっておかないと、そういうこと

が将来あるかもしれませんよ、場合によっては事後的に介入しますよみたいな感じにして

しまうと、例えば高く売れなくなってしまうというような問題があるので、そういう例え

ば黒字空港民営化もしくはそういう長期のリースでも何でもいいのですけれども、すると

きにどのように考えるべきなのかという議論というのは必要なのではないかなと思います

し、最近の研究を見ると、ヨーロッパの空港で価格規制をやっているところが、なかなか

上手に価格規制ができていないみたいな研究成果も出ているので、なかなか一度手放して

しまった資産を管理するというのは非常に難しいのではないかという視点が少しあるのか

なと思いました。 

 あとは、もうからない赤字空港をどうするのかというときに、国がそのまま赤字のもの

を持っているのか、例えば地方に移管するのかとか、ＰＦＩとかＰＰＰというのは一定程

度、国が――国というか、公が関与する仕組みをわざと残しておく仕組みだと思うので、

赤字でも十分やっていけると思うので、その辺のもうからない空港に対してＰＦＩとかＰ

ＰＰとかという手法がとられるべきなのかなというふうに思っていたのに、割ともう黒字、

もうかるところでもこういう手法もとれるよねという議論が何か出てきたので、ちょっと

「うん？」というふうに思いました。すみません、全然論点がまとまっていないのですけ

れども、以上です。 

【座長】  そういうことを議論するためにあります。これは皆さんとご議論しながらだ

と思いますけれども、論点を書きながら私が思ったことだけ申し上げますと、上下一体と

いうのは今度の関空の例を見ても、資産をだれが持つかで上下というもののイメージが違

ってきてしまうので、あえて航空事業と非航空事業の一体化ということに私は整理させて

いただいておりますけれども、これは論理的に例を見ても、恐らく空港を経営するという

ときは非航空部分も含めて経営するというのがないと、ほとんど自由度がないので、これ

は方向性としてそうでしょうと。 

 ただ、難しいのは、先ほどのように３セクだとか、既にそれを別事業体として、使用許

可ですから本当は１年しか権利がないのですけれども、何十年もやっていらっしゃるとこ

ろが現に存在するというところがあるので、その方々にどうやって――もっと言うと今で
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もいいのに、全員とは言いませんけれども、今でもいいのに航空事業のほうまで何で見な

ければいけないのというインセンティブをどう持ってもらうかというチャレンジが１つ。 

 もう一つは、今まさに先生がおっしゃったように、この非航空事業も必ずしもすべての

ところがすごく効率的ないい経営をしているわけではなくて、それ自体が地域独占的であ

り、さほどガバナンスが効かない経営をしている人に、ただもう少し空港も見せてくださ

い。お渡しするだけでよくなるとは、私は個人的にはとても思えないと。ヒアリングを伺

っていても、やっぱり相当空港、地域によって意欲とか、あるいは経営能力にものすごい

ばらつきがありそうだなというのが正直な感触でありますので、この辺をどう担保してい

くかということは、まさにご一緒に議論すべきポイントかなと思います。 

 そこの効率経営に向かわせる仕組みのところは、要はリスクをとった人が、先ほどから

何度も出ていますように、ものすごいぼろもうけするのではないけれども、確実にキャッ

シュフローを上げていくためにどういう縛りをどうやるかというところが多分、一番のポ

イントになると思いますので、この辺を原則をどこまでにして、個別の契約プロセスとか

の中でこうやって縛ろうという議論をどこまで余裕を残すか。さっきの選択肢の議論です

ね。この辺のつくりつけかなと思っております。 

 それから、ＰＦＩ、ＰＰＰのところは、赤字でサンクコストの部分は放っておいてキャ

ッシュフローでやろうというのは確かにそうなのですが、これも諸外国の事例を拝見して

いますと、幾つかの空港経営、これもノウハウとか幾つかたまってくる部分があったりし

ますので、それをもとにやる余地を残すとすると、黒字の部分も赤字の部分も場合によっ

ては複数をやるような人も出てくるというような仕組みを残しておかないと、ということ

もまずありますし、それから、これは関空などでもそうなってくると思うのですけれども、

公的な国民のお金と利用者のお金でつくってきた資産を資産ごとポーンと民営化ですとい

うことになると、おっしゃるように今黒字に出ているものを売り切ってしまうということ

なのですが、事情が将来変わってくるかもしれないときに残す枠組みとして、今のところ

ＰＦＩ、ＰＰＰのようなものは便利なのではないか。ここまでかなと思っております。個

人的な意見でございますので、ぜひ皆さんから。 

 では、○○先生。 

【委員】  ありがとうございます。もう大分いろいろなご議論が出たのですが、今のＰ

ＦＩ、ＰＰＰですけれども、ご指摘があったように民間事業と公的な事業とジョイントで

事業をやるということにも使えるのだと思うんですけれども、ＰＦＩ、ＰＰＰは。ですけ
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れども、今回、先ほど福田委員からご提案があったように、まだ通っていないですが、通

る予定の改正ＰＦＩ法の議論というのは、民間の提案制度というところをやられて、民間

の知恵を生かして、そこへできるだけ自由に経営をさせるというところにあるのだと思う

んですね。 

 ○○委員とかがおっしゃった、利用者にとって魅力的な空港にするのはどうするかとい

う話がありましたけれども、これ、一番はやっぱり民間が自由に知恵を出してもらう。そ

こで創意工夫をしてもらうということにあるのだとすると、少なくともこの今回の空港に

当たってのＰＦＩとか民間の資金というところの議論というのは、民間にできるだけそこ

で創意工夫を、民間の知恵で民間のビジネスをやってもらう。そこでできるだけいいもの

にしてもらうという発想で多分、このＰＦＩをとらえていくべきなのだろうと思います。 

 それから２点目は、何人かの方からいろいろな議論があった個別空港の実情をどう考え

るか。それで、どこまで本当にこういう民間資金を入れられるのかという議論があったと

思うのですね。それでモデルプロジェクトの議論とかいろいろ出ていたと思うのですけれ

ども、この話は、私は、我々がここでどういう議論をするかという話と、それから、報告

書でどういうアピールをするか、どういう報告書にするかという話と、それから、具体的

に最終的なプロセスの中でどういうふうに進めていくかというのと３つ切り分けるべきな

のだろうと思うんですね。我々の頭の中で、ここで議論をするとき、これは２７、全部何

か議論しましょうと。個別のものが見えないと非常に抽象的な話になってしまいますので、

まずモデルプロジェクトみたいな、モデルケースみたいなのを少し出してみて、それは分

類の中の１個ずつかもしれませんし、やりやすいものでもあるかもしれません。それで少

し具体論をもんでみないと議論はできないのだろうと思います。 

 それから、実際に最終的に出していくときには何年かかかるケースもありますので、こ

れも全く一括でドーンというふうにラフなスキームではとても回らないのだろうと思いま

す。ただ、そうではあっても、我々が報告書で出すときには、これ、やれるものからやり

ますから、売れるものだけ売りますからという話だったら、それはやっぱり、そんな話で

あれば簡単じゃないかと言われておしまいだと思うのですね。結局、この２６空港ですか、

２６空港に関して我々がどういう考え方でもって、どういうスキームでもって、ある種の

この民間の資金を生かしていくか、民営化というのは言い過ぎかもしれません。この航空、

非航空事業の一体運営で民間の知恵と資金を導入するという、座長の今の３ページの解決

の方向性ですね。このスタンスで報告書をどうやって出すかというところはやっぱり押さ
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えておくべきところなのだろうなと思います。 

 そういう意味では、その辺の報告書ではやっぱりこういうことをきちっと打ち出すべき

だと思いますけれども、進め方としては少しいろいろあるのだろうと思います。そのとき

も、ただ、我々、ここで議論するときに本当に個別の話をして、この空港でこれは収支幾

らぐらいですかね、もう少し上げると５％上がりますかとか、３％ですかという議論をし

ていくわけには多分いかないのだと思うので、そこのあたりは先ほど福田委員からお話が

あった、ここで我々が議論した、あるいはここでいろいろ考えていくところは、ある種、

大筋の議論をしていくためのスキームづくりであって、知恵のプリンシプルというんです

か、何かそういうものであって、それは最終的に見えていかないで、何かちゃんと引き継

がれて、恐らく具体的にこの２６空港にやっていくプロセスのときにそういうのが生かさ

れていくのだと思いますけれども、そういう意味で少し議論のステップを考えてやっては

いかがかなと思います。 

【座長】  ありがとうございます。 

 まとめていただいた感じもするのですけれども、○○先生がおっしゃったエッセンスを

私なりにこうとらえさせていただきました。１つは具体論と全体像のサンドイッチみたい

な話で、○○さんが最初におっしゃっていただいたように、あまり抽象論をしていてもい

けませんし、進むものを考えるということで、ある程度具体的に、場合によってはもう少

し個々の空港について掘り込んだところを皆さんと一緒にやると。それで腹づもりとして

はこの辺が進みそうだなぐらいな感じを持った上で、しかし、全体の二十幾つかの空港を

どんなふうなスケジュールで、どういう全体感を持ってやっていくかということを報告書

の中にやり、その報告書ですべてが終わるわけではないので、その後、報告書に従って具

体的なプロセスを進めていただくときには個別性とか具体性がある程度反映しやすい余地

はきちんと残しておく。こういう個別、全体、個別というようなお話をいただいたのかな

と思います。 

【委員】  すみません、まとまりかかっているところで２点だけあるのですけれども。 

【座長】  どうぞ。 

【委員】  皆さんがおっしゃったこととダブらないと思っているのですけれども、２つ

ありまして、１つは確かに今回のスコープは関空、伊丹、あるいは伊丹が別になっている

ということなのですけれども、既に法案が通って関空、伊丹に関してはコンセッション方

式での売却を念頭にということで進んでいるのだと思います。あくまでそのコンセッショ
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ンというのは、ここの検討会で議論されている手法の１つだと思うのですけれども、ここ

での考え方だとか枠組み、そういったものが後の関空、伊丹に足かせにならないといいま

しょうか、あまり制約が出ないような格好での議論、あるいはそこら辺をどういうふうに

牽制というか、相互に調整していく具体的な手法がわかりませんし、ここでの議論と関空、

伊丹での議論の時間的なずれというのがどういう前後関係になるのか理解していないとこ

ろはあるのですけれども、ここは意識していく必要があるのかなと。 

 コンセッションの設計だけではなくて、例えば入札をする方の事業者の資格基準の選定

ですとか、ここで議論が先走って、ある程度決めてしまって、後々より関空、伊丹のほう

が事業の規模としては大きいですし、入ってくる投資家の観点からすると、より自由なほ

うがいい。それは当たり前の話かもしれませんけれども、そういったことがありますので、

１つ目は関空、伊丹との関係です。 

 あともう一つは、ここであります今までかかった費用をサンクコスト化するのかどうか

というところを、あくまでお金を入れる立場というか、そういうことでかかわらせていた

だく身からすると、これがサンクコスト化していいのか悪いのかという議論があります。

空港を建設するのに２００億かけたけれども、例えばコンセッションで例えば２０億しか

入りませんでしたということが許されるのと許されないのとでは前提が全然違うわけです。

仮にかけたお金が戻ってくるような考え方でなくてはいけないというと、ものすごいバリ

ューを出すような設計というか、枠組みを考えていかないと、お金を入れる立場からする

とうまくいかないわけです。そこの入り口のところでどういうふうな考え方をするのかと

いうのが結構お金を入れる立場からすると違うのかなというふうに思っていますので、そ

の点も少し含めていただければと思います。 

【座長】  ありがとうございます。 

 大事なご指摘を２ついただきました。関空、伊丹のプロセスとは多分、プラス・マイナ

ス両点があって、こちらの議論がうまくいけば、あちらの積極的な論になりますし、下手

なことをすると邪魔になる。そのとおりだと思いますので、これは事務局のほうともスケ

ジュール等、少し相談、すり合わせをさせていただきたいと思います。私の理解ではかな

りプロセスはかぶらざるを得ないと思っていますので、かなり慎重にやる必要はあるかな

と思っています。 

 それから、サンクコストの点、これは事務局とも何もすり合わせしていませんし、皆さ

んの意見ですが、私は個人的には資産を譲渡するのではなくて、営業権は将来のキャッシ



                                                   

- 45 - 
 

ュフローを自分がどうベットするかだけで出す。したがって、これまでの投資は基本的に

はサンクコストである。基本はそこからスタートしないと民間側はリスクマネーをとって、

そのかわり２０年たって契約が終わったら、またお返ししなければいけないので、そこの

ターミナルバリューを最初から過去の分があって、またターミナル部分って、そういうわ

けにはいかないのだろうなというふうに思っておりましたので、この辺少し具体的に、そ

れこそ関空、伊丹の考え方も含めて、どうすり合わせるかということは考えていきたいな

と思っております。我々だけではなくて、事務局の宿題も増えたというところであれなの

ですけれども、ほかに。どうぞ。 

【委員】  第１回目の会議のときに地方管理空港をどうするのかということについてコ

メントしました。今回、座長の資料の中でも複数空港の一体的経営という話があって、ど

こかケーススタディーとしてシミュレーションするときに、もし北海道を対象とするので

あれば、地方管理空港は無視できず、考慮せざるを得ないと思うのです。今回、国管理の

２７空港ということでずっと議論していますけれども、そこはどう考えますでしょうか。 

【座長】  ここから先は全く個人的な意見であるということをお許しいただいて、私は

こう考えています。我々の責務は国２７空港なのですが、今日ご議論にあったようにこれ

を全部きちんとある程度方向づけすると、自由に手を挙げていただくプロセスの中では、

中には地方が投資家さんと組んだような形で、自分が管理している地方管理空港とこの国

管理空港を例えば一緒にマネージしたいというようなご意見も出てきてしかるべきではな

いか。ただ、それを事前に、今、地方が管理しているもので、こちらが全部仕分けして、

ここはこうしなさいというのは今回の責務ではないという、そこの○○さんがおっしゃる

ところの創意工夫を縛らないようにしつつ、こちらが全部決め切らない、決定論にしない。

ここら辺が一番難しいところなのですが、できればそういう形で扱えると一番いいのでは

ないかなと。 

 そうすると、これも最初にお２人目に○○さんがおっしゃったような、そういう実例が

うまく出てくると、やらなければ損だとか、地方間の特にインバンドの観光促進の上で自

分の自由度が高まるようなことはどうしてもやりたいというようなところがポジティブに

出てくるようになるのが一番望ましいと思っていますので、そういう形で位置づけさせて

いただくのがどうかなと、今の時点で、私、もしご異論があれば皆さんにいただきたいと

思います。 

【高橋委員代理】  高橋委員のかわりに出ております宮木といいます。今日は、知事、
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実は震災の影響で北海道、観光客が大分落ち込んでおりまして、今、中国のほうにトップ

セールスで行っている最中でございます。今後、全国知事会の代表または道知事としての

立場でこの場でいろいろ意見を述べていく中で確認させていただきたいこと、またはお願

いが２点ほどございます。 

 というのは、今までは自治体からの意見聴取の中でも今後の大規模な整備または修繕、

ここの財源をどうするのか。これは国の責任においてやってほしいということも意見に出

ているわけでございますけれども、こういう中で例えば空港整備勘定の今後のあり方、こ

れに大きくかかわってくると思っております。これは事業仕分けの中では原則廃止という

形になっているわけでございますけれども、今後、こういう国の管理空港のいろいろな収

益が全国の空港のプールで使われているという実態を踏まえたときに、今後、このあり方

検討会の中でこういうことに対してもやはり議論をされていくのか。 

 それともう一つありますのが、特定地方管理空港または地方管理空港につきましては、

今まで整備についてもこういう空整の中から補助、助成が出ております。今後いろいろな

機器の改修または更新、修繕ということに対する、地方に対するこういう支援、補助とい

うのは今後どうなっていくのか。これもここの場である程度議論されるのかどうか。ここ

ら辺も質問させていただきたいと思います。 

 それからもう１点が、確かにこれまでのいろいろな議論の中で海外の、特に国際空港、

大規模な空港についての民営化の手法など、資料が出てきたわけでございます。例えば北

海道におきましては、１,７００万を数えている千歳はあるのですけれども、その他の空港

というのは１００万台または小さいところでは１８万ぐらいの利用者を数える空港もござ

います。海外の例としてこういうような空港、実際にどういうような経営形態になってい

るのか。例えばアメリカなど資料を見ますと、ほとんどが地元のシティまたはそういう州

か何かがやっているというもの、ただ、上下一体ということは変わりないようでございま

すけれども、こういう運営形態に対する行政のかかわり、または国のかかわりというもの

はどういう状況になっているのか。 

 例えば民営化が進んでいる、そういう大きな空港もあれば、民営化がされていない地方

自治体、行政が関与している小さな空港もある。ここがどうしてこういうふうになってい

るのか。ここら辺のデータがあればお示しいただきたいと思っております。というのは、

やはり今後、北海道としていろいろこの空港のあり方について意見を述べていく中におい

て、やはり行政のかかわり、国のかかわりというのがこれまでのヒアリングの中で地方自
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治体が言っている部分もございます。そういう中でぜひここら辺のデータもお示しいただ

ければと思っております。 

 以上でございます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 大規模メンテ等、今まで整備されたのは今後もしプロセスに行ったらどういうふうにな

るかというのは当然論点だと思っております。空整勘定の今後のあり方は、今回の議論を

受けてどんなインパクトがあるかというのは当然議論だと思いますが、制度設計の詳細を

恐らくここの場で議論するということはなかろうかと思いますが、その大きな思想は当然

議論の方向性だと思っております。 

 それから、中小型空港、確かにおっしゃるように米国はかなり例外的にミュニシパルと

か、実態が、しかし、実質的にはそれなりに空港のプロを雇ってきて経営させているよう

なところもあってやや特殊なところもありますが、できる限り、今お集めいただいている

ような資料であるものはご提供するように事務局のほうとご相談していきたいと思ってお

ります。 

 どうぞ。 

【委員】  最後に、大体ご議論が出ていらっしゃるのですけれども、何点か少し考えて

いるところなのですが、この全体スケジュールというお話のところで、今後、羽田空港が

４０万回になるとか、あるいは関西の今回の統合とか、何点かやはりスケジュールで考え

ていかなければいけないポイントが多分あろうと考えております。ここのところというの

は、需要のリスクに大きくかかわってくるところですし、エアラインの動向もこれに合わ

せて随分変わってくると思うのですね。そうすると、ここの条件をどういうふうに今後考

えていくのかというのが実務的なところでは大きな空港の事業価値をどう考えていくかと

いうことにつながっていくのではないか。ここのところをやはり、これは明確にはならな

いのですけれども、想定した上でターゲットを決めて、多分、今回の民営化というステッ

プを考えていく必要性があるということで、既存のそういうスケジュールとの関係性とい

ったものを検討しておく必要があるなということ。 

 それからあと、主体の話が出ておりましたけれども、今回の関空の統合に関しましても

国が１００％ということでの集約をかけていくという形になっているわけですが、ここが

ポイントではないかと思っていまして、これは仮にもし地方でやった場合には、自治体と

いうことを想定した場合になってきますと、自治体との関係性というか、巻き込み方みた
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いなところ、これが前提にならないと進まないのではないか。民間の提案ということにな

ってやっていくのは重要だと思うのですけれども、その民間の提案と自治体との関係性と

いうか、ここをうまくジョイントさせたり、あるいはマッチングさせていくというシステ

ムがないと、ここで別々の方向に走ってしまうと、結果的に最終的な要求水準をつくって

いく段階で、自治体の思いであるとか、これまでに投入されている、人的にも予算的にも

多額の投入をやっていたりするわけで、ここのうまいバランスをとって自治体との関係性

も構築してあげる必要性があるなということで、そうすると協議会ですとか、何らかのそ

ういうシステム的な設計もある程度念頭に置いて考えていく必要があるのではないかと思

います。 

 最終的には、その要求水準が、今度は事業リスクになっていったり、あるいは政策リス

クになる可能性があるので、ここのところのグリップというのをどういうふうに、個別の

事情を反映した上でさらに国としての全体の方向でまとめていくかという議論をやってお

かないと、個別の空港と全体論が合わなくなってくる。ネットワークなので、国内でネッ

トワークを成立しない限り、国内需要は成立しないわけで、片一方で一生懸命、空港政策

でコストを安くやっても、もう片方のほうで安くなっていなければ成り立たないかもしれ

ないし、それとあとは羽田というのが収入の核になることは間違いないので、羽田との路

線をどういうふうに考えていくのかということで、これは大きく事業性が変わってくると

いうことで、ここの目に見えない政策リスクであったり、事業リスク、ここは今度は羽田

の逆に民営化とか、そういう話になったときにまた関係してくるということで、その辺の

全体のリスクの考え方、あるいはスケジュールの考え方というのも少し考えておく必要性

があるのではないかと思っております。 

【座長】  ありがとうございます。 

 宿題をちょうだいしたと思っております。羽田の今後の拡充スケジュール、含む成田だ

と思いますけれども、それから、ＫＩＸが今後羽田も含め、伊丹も含めてどうなっていく

か。この大きいスケジュールと、この今我々が議論しているスケジュールの整合性が見え

るようにしておくこと。 

 それから、２つ目におっしゃったのは、ＫＩＸに見られるように一体化の主体が１回、

国になる。こういう形でだれが主体としてやっていくかというところを明確にすると同時

に、その中で自治体の声をどのプロセスでどういうふうに取り込んでいくかというところ

がないと、後でいろいろな形で事業リスクが増えたりもするということかと思います。 
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 自治体のところは、おっしゃるように過去の経緯もありますが、一番大きいのは３セク

のような形で自治体も出資したような方が非航空事業をやっていらっしゃる例がかなり多

いというところでありまして、中には民間のほかのプレイヤーとご一緒に、ひょっとする

と手を挙げてこられる方もいらっしゃるかもしれない。これは難しくて、自分が民間と一

緒に事業受託をしたいというビディングする立場である人がルールを全部つくるというわ

けにもいかないので、どうやってうまく自治体の声をプロセスの中に反映するかというと

ころが知恵の絞りどころだなと思っておりますので、これは自治体の方々を無視して進む

プロセスではないという中で、どういうことが可能だということは考えていきたいと思い

ます。 

 よろしゅうございますでしょうか。当初の予定の時間を少し、皆さんのお時間、余裕を

持っていただいておりましたけれども、大体過ぎたようでございます。今回のような形で、

いただきました宿題をもう１回整理して、少しくくりごとに議論をしたほうがいいのか、

それから、データの開示のあり方も含めて、できるだけ踏み込んだものを事務局にはご提

示いただきたいと私も思っておりますので、そのときその場で解消したほうがいいのかと

か、いろいろ含めまして進め方をまた別途お詰めしながら、大変お時間をいただいて恐縮

でありますが、せっかくここまでやってきたので何人もの方がおっしゃったように、絵に

かいた餅にしないで具体的に進んで、２０年たったときに国民が、あの人たちが汗をかい

たのは――固有名詞は忘れられていると思いますけれども、悪くなかったなと言われるこ

とだけは担保したいなと思っておりますので、ぜひよろしくお願いします。 

 では、事務局のほうからお願いいたします。 

 

閉  会 

 

【空港政策課室長】  長時間にわたりまして、ありがとうございました。本日の検討会

は、これにて終了させていただきたいと思います。次回、第８回目の検討会につきまして

は、また座長のスケジュールなどもお伺いしながら、改めて後日、皆様方にメール等で、

なるべく早くご連絡したいと思いますので、引き続きどうぞよろしくお願い申し上げます。

本日は長時間にわたりまして、どうもありがとうございました。 

 


